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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 

第一部 【企業情報】

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期
決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 63,743 60,577 55,645 52,477 52,603

経常利益 (百万円) 597 751 961 943 1,296

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) 606 1,415 883 874 △2,240

純資産額 (百万円) 12,825 15,767 16,385 17,051 14,541

総資産額 (百万円) 70,225 59,023 54,720 52,055 55,943

１株当たり純資産額 (円) 283.51 348.83 362.98 378.22 322.94

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) 13.30 31.27 19.52 19.34 △49.73

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 11.33 27.85 ― ― ―

自己資本比率 (％) 18.3 26.7 29.9 32.8 26.0

自己資本利益率 (％) 4.8 9.9 5.5 5.2 △14.2

株価収益率 (倍) 8.2 5.9 16.1 16.2 ─

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,078 1,612 1,417 1,553 2,088

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △769 10,508 2,194 2,988 △92

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △637 △12,686 △3,335 △3,505 △3,722

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 1,669 1,103 1,379 2,415 1,753

従業員数 (名) 992(615) 869(626) 689(554) 642(498) 627(487)

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 46,671 44,928 41,041 39,055 37,956

経常利益 (百万円) 22 462 588 780 1,121

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) 305 355 548 700 △2,025

資本金 (百万円) 4,681 4,681 4,681 4,681 4,681

発行済株式総数 (千株) 45,348 45,348 45,348 45,348 45,348

純資産額 (百万円) 13,715 15,512 15,792 16,284 13,988

総資産額 (百万円) 49,511 49,329 44,909 43,788 39,267

１株当たり純資産額 (円) 303.21 343.22 349.88 361.26 310.66

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)
(円)

― 
(―)

―
(―)

3
(―)

3 
(―)

3
(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) 6.73 7.85 12.15 15.54 △44.95

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) 5.84 7.68 ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.7 31.4 35.2 37.2 35.6

自己資本利益率 (％) 2.2 2.4 3.5 4.4 △13.4

株価収益率 (倍) 16.2 23.6 25.9 20.1 ─

配当性向 (％) ― ― 24.7 19.3 ─
従業員数 (名) 567(233) 531(261) 429(221) 391(201) 376(183)



(注) １ 上記売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第86期、第87期の連結及び提出会社の経営指標等の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存

在しないため記載していない。 

３ 第88期の連結及び提出会社の経営指標等の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当

期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載していない。 

４ 従業員のうち平均臨時雇用者については、( )内に延べ人数による年間平均人員を記載している。 

５ 純資産額の算定にあたり、第88期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用している。 

  



２ 【沿革】 

昭和18年８月  大正11年11月11日設立の百貨店株式会社十一屋(創業元和元年の十一屋呉服店を改組)

と昭和12年９月26日設立の百貨店株式会社三星との対等合併により資本金3,100千円

で株式会社丸栄を設立 

昭和24年５月  名古屋証券取引所に上場 

昭和24年７月  大阪証券取引所に上場 

昭和28年10月  本館第一次増築完成 

昭和31年３月  本館第二次増築完成 

昭和36年１月  名古屋市中区に栄町ビル株式会社を設立 

昭和36年10月  東京証券取引所に上場 

昭和36年11月  名古屋市中区に株式会社国際フードサービス(現 連結子会社)を設立 

昭和37年１月  株式会社観光ホテル丸栄を吸収合併 

昭和39年９月  名古屋市北区に株式会社栄工社(現 連結子会社)を設立 

昭和45年６月  マルエイハウジングセンター(現 南ビル)及び丸栄柳原集配センター完成 

昭和48年１月  名古屋市中区にニューサカエビル株式会社を設立 

昭和48年12月  マルエイスカイル(現 スカイル)完成 

昭和57年９月  愛知県豊橋市に株式会社豊橋丸栄(現 連結子会社)を設立 

昭和59年10月  本館第三次増築完成 

平成元年３月  名古屋市中区に株式会社栄エンジニアリングを設立 

平成３年６月  株式会社丸栄友の会(現 連結子会社)設立 

平成10年２月  愛知県春日井市に株式会社フリーナを設立 

平成12年２月  ニューサカエビル株式会社が株式会社栄和ストアを吸収合併 

平成12年９月  栄町ビル株式会社が株式会社スマックを吸収合併 

平成13年12月  ニューサカエビル株式会社が株式会社栄エンジニアリングを吸収合併 

平成14年２月  栄町ビル株式会社がニューサカエビル株式会社を吸収合併 

平成15年５月  栄町ビル株式会社を吸収合併 

平成15年５月  大阪証券取引所上場廃止 

平成19年２月  栄インベストメント有限会社及び栄インベストメント有限責任中間法人を連結子会社

化 

  



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、子会社８社及び関連会社１社で構成され、百貨店を中心とする総合小売業を

核とし、これに附帯する関連事業として不動産賃貸業、運送業、その他の事業を行っている。 

なお、次の４つに区分された事業は「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事

項」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一である。 

百貨店業……………当社、及び連結子会社㈱豊橋丸栄が営んでいる。 

不動産賃貸業………当社、及び連結子会社栄インベストメント㈲、栄インベストメント有限責任中間法

人、関連会社栄地下センター㈱が営んでおり、当社は連結子会社２社及び関連会社

１社に不動産を賃貸している。 

運送業………………連結子会社㈱栄工社が営んでいる。 

その他の事業………連結子会社㈱国際フードサービスと非連結子会社１社が飲食業を営み、連結子会社

㈱丸栄友の会が前払式買物券による商品売買の取次を営み、この他に非連結子会社

１社がある。 

以上述べた事項の概要図は次の通りである。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 議決権等の所有はないが、実質的に支配しているため子会社としたものである。 

３ 基金の額である。 

４ ㈱豊橋丸栄については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が100分の

10を超えている。 

  

 
  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

役員の
兼任関係 
(名)

資金の
援助

営業上の 
取引

設備の
賃貸借

(連結子会社)

㈱豊橋丸栄
愛知県 
豊橋市

100 百貨店業 100.0 1
あり

債務保証
商品の供 
給

なし

㈱国際フード 
サービス

名古屋市 
中区

40
その他の事業
(飲食業)

80.6 －
なし

債務保証
商品の供 
給

なし

㈱栄工社
名古屋市 
北区

100 運送業 100.0 1 なし

配送並び 
に室内装 
飾 
事務所の 
賃貸

なし

㈱丸栄友の会
名古屋市 
中区

50
その他の事業
(前払式 
特定取引業)

100.0 1
なし

債務保証

当社商品 
との引換 
券取扱

なし

栄インベストメント㈲
東京都 
千代田区

3 不動産賃貸業
－

(注２)
－ なし

事務所の 
賃貸

なし

栄インベストメント 
有限責任中間法人

東京都 
千代田区

7 
(注３)

不動産賃貸業
(特別目的会社
の運営）

－
(注２)

－ なし
匿名組合 
出資

なし

(持分法適用関連会社)

栄地下センター㈱
名古屋市 
中区

200 不動産賃貸業 30.0 1 なし

店舗の
賃貸
事務所の
賃貸

なし

主要な損益情報等

売上高 
(百万円)

経常利益
(百万円)

当期純損失
(百万円)

純資産額
(百万円)

総資産額 
(百万円)

㈱豊橋丸栄 10,530 168 2,344 △2,052 5,565



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年２月28日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数については、年間平均人数を外数で記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数については、年間平均人数を外数で記載している。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社には関連企業を含め、472名(平成19年２月28日現在)で組織されている丸栄労働組合があり、日

本サービス・流通労働組合連合(ＪＳＤ)に加盟している。 

会社と組合の関係は良好である。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

百貨店業 469(312)

不動産賃貸業 7(－)

運送業 76(157)

その他の事業 75(18)

合計 627(487)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

376(183) 42.9 20.4 4,641



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、日銀の金融政策の転換による金利上昇懸念など、景気先行

きに対する不安要素はあるものの、好調な輸出や設備投資に加えて、雇用・所得環境等の改善を背景

に、景気は着実に拡大基調を持続してきた。 

  こうした経済情勢のもと、個人消費全体は堅調に推移したが、百貨店業界においては、長梅雨や暖冬

など天候不順の影響を受け衣料品を中心に需要が低迷し、商況は盛り上がりに欠けた動きとなった。 

  このような状況下、当社グループは各事業分野において着実な営業諸施策を実施し、利益の確保と経

営基盤の確立に向け様々な取り組みを図ってきた。 

 また、当連結会計年度より栄町ビル本館を管理・運営する特別目的会社（栄インベストメント有限会

社）及び中間法人（栄インベストメント有限責任中間法人）の２社を新たに連結の範囲に含めた。 

 この結果、当連結会計年度の当社グループの売上高は、特別目的会社の売上高14億５百万円が増加

し、526億３百万円（前年同期比100.2％）となった。〔当連結会計年度における従来の当社グループ

（新連結２社を除く）の売上高は511億９千８百万円（前年同期比97.6％）となった。〕利益面につい

ては、引き続き徹底した経費管理に鋭意取り組み、経常利益は12億９千６百万円（前年同期比

137.4％）と前年実績を上回ることができた。しかし、特別利益として投資有価証券売却益１億５千１

百万円を計上する一方、特別損失として固定資産の減損会計適用に伴う損失等36億８千３百万円を計上

した結果、当期純損益は22億４千万円の損失を計上するに至った。 

 当社の業績については、売上高379億５千６百万円（前年同期比97.2％）、経常利益11億２千１百万

円（前年同期比143.7％）となったが、特別利益として投資有価証券売却益１億５千１百万円、特別損

失として関係会社減損損失計上に伴う引当金等33億７百万円を計上した結果、当期純損益は20億２千５

百万円の損失となった。 

  

事業のセグメント別の売上高、その他の概況は次のとおりである。 

① 百貨店業 

当社百貨店業においては、婦人靴売場を本館１階に移設し、グランドフロアの活性化に取り組むとと

もに、当社のストロングポイントであるヤング・ニューキャリアゾーンの更なる拡大、強化を図るべく

本館３階の売場リニューアルを実施した。 

 また販促面では「鉄道模型展」や「ミニチュアカー京商フェア」等、話題性のある集客催事を開催す

るなど、売上増強に向けた積極的な営業諸施策を展開した。 

 更に、ＣＲＭ（顧客情報管理システム）を活用した顧客管理の更なる効率化を目指して、マルエイポ

イントカードを中心に、カード会員獲得キャンペーンを全社挙げて実施するなど、カード戦略の基盤強

化に積極的に取り組んできた。 

 一方、企業のコンプライアンス経営が問われる現況において、内部統制を統括する専門部署を新設

し、より透明性の高い企業経営を進めてきた。 

 株式会社豊橋丸栄においては、会社設立35周年の位置付けのもと、「ふしぎな昆虫展」、「イタリア

展」等、話題性のある新規集客催事を展開し、売上と集客力の向上に努めてきた。 

 併せて、春の売場リニューアルでは、メンズフロアの強化、刷新を図るため、「タケオキクチ」、

「コムサデモード・メン」等の新規ブランドを導入し、また秋の売場リニューアルにおいては、東三河

一の食品名店街を目指し、当地区唯一の取扱いとなるベルギーチョコレート「ゴディバ」を導入した。

 しかし、他業態も含めた厳しい競争環境の中、百貨店業の売上高は470億９千万円（前年同期比

97.7％）と前年実績を下回る結果となったが、利益確保を念頭に置いた経費支出の削減に取り組み、営

業利益は５億７千９百万円（前年同期比106.0％）と前年を上回ることができた。 



  



② 不動産賃貸業 

不動産賃貸業においては、当連結会計年度より栄町ビル本館を管理・運営する特別目的会社（栄イン

ベストメント有限会社）及び中間法人（栄インベストメント有限責任中間法人）の２社を連結の範囲に

含めたことにより、特別目的会社の売上高14億５百万円、営業利益４億３千３百万円（セグメント間取

引の相殺消去前）がそれぞれ増加した。この結果、売上高は27億６千万円（前年同期比195.5％）、営

業利益は７億４千１百万円（前年同期比225.2％）となり、売上高、営業利益ともに大幅な増加となっ

た。〔従来の不動産賃貸業（新連結２社を除く）の売上高は13億５千５百万円（前年同期比96.0％）、

営業利益は３億８百万円（前年同期比93.6％）となった。〕 

  

③ 運送業 

運送業においては、引き続き宅配、メール便を中心とする受注減があったものの、商業貨物への取り

組み強化等により、売上高は12億５千５百万円（前年同期比111.6％）となった。しかし、競争激化に

よる利益率の低下により経費を吸収するまでには至らず、営業損失２千７百万円と厳しい結果となっ

た。 

  

④ その他の事業 

その他の事業においては、飲食業において大型店舗の閉店による影響を受け、売上高は14億９千７百

万円（前年同期比84.8％）と厳しい状況で推移し、これに対処すべく徹底した経費管理に努めたもの

の、営業損失３千５百万円となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、新規連結により10億６千４

百万円の資金の増加があったものの、前連結会計年度末に比べ17億２千６百万円減少し、17億５千３百

万円となった。 

  

「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度に比べ、５億３千５百万円増加し、20億８千８百万

円となった。これは、主に税金等調整前当期純損失22億３千５百万円、減価償却費11億４千２百万円、

減損損失25億２千１百万円等による調整と退職給付引当金が５億３千３百万円減少したことによる。 

  

「投資活動によるキャッシュ・フロー」 

投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ、30億８千１百万円減少し、９千２百万円と

なった。これは、主に投資有価証券の売却による収入４億２百万円、差入保証金の返還による収入３億

４千６百万円により増加し、有形固定資産の取得による支出８億６千４百万円により減少したことによ

る。 

  

「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べ、２億１千７百万円減少し、37億２千２百万

円となった。これは、主に短期借入金２億５千６百万円及び長期借入による収入24億円により増加し、

長期借入金の返済による支出64億２千８百万円により減少したことによる。  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 当社及び当社の関係会社においては、百貨店業、不動産業、運送業及びその他事業を行っており、生

産及び受注について該当事項はない。 

  

(2) 販売の状況 

当連結会計年度における販売の状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

百貨店業 47,090 97.7

不動産賃貸業 2,760 195.5

運送業 1,255 111.6

その他の事業 1,497 84.8

合計 52,603 100.2



３ 【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く経営環境は、少子高齢化に伴う人口減等の社会環境や業種、業態を超えた競

合の激化など様々な要因により、先行きは厳しさを増していくものと予想される。 

当社グループとしては、こうした厳しい経営環境に対処し、徹底した経営の合理化と効率化による企

業価値の向上に向けた取り組みを図っていく。 

  

 (1) グループ経営基盤の強化 

当社グループは、経営基盤の強化を目指し、経営の効率化と収益性の向上に取り組んできた。今後も

各事業分野における優位性、将来性等を十分に勘案した経営資源の有効活用を図り、グループ経営基盤

の強化に取り組んでいく。 

  

(2) 百貨店業の収益性の向上 

当社グループが取り組む最大の課題は、百貨店業の収益性の向上である。当社と㈱豊橋丸栄は、それ

ぞれの地域特性を勘案した営業諸施策を積極的に展開してきた。引き続き各店舗の効率的な運営を図り

つつ、百貨店業における相互の営業ノウハウや情報等の交換を密にし、当社グループの牽引役として更

なる収益性の向上を目指していく。 

  

(3) 経費削減に向けた徹底管理 

当社グループは、ローコスト経営の実践に向けて経費構造の見直しを実施し、利益の確保に努めてき

た。今後も、グループの経費構造の改革と徹底したコスト管理のもと、より一層の経費削減を推し進め

ていく。 

  

(4) 着実な財務体質の改善 

当社グループは、財務体質の改善を図るべく、収益性の向上に取り組むなど、着実な有利子負債の削

減に努めてきた。今後も収益性の向上とコスト管理はもとより、多様な資金調達を図り、当社グループ

における効率的な資金の管理・運用に取り組んでいく。 



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがある。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年5月30日）現在におい

て、当社グループが判断したものである。 

  

(1)景気・季節要因のリスク 

当社グループの主要セグメントである百貨店業の需要は、一般消費者を対象とするものであり、景気

変動や消費動向に加えて、冷夏・暖冬等の天候不順により、当社グループの経営成績及び財務状況等が

影響を受ける可能性がある。 

  

(2)競争環境のリスク 

当社グループの中心である百貨店業については、既存店だけでなく、他業態も含めた出店による店舗

間・業態間競争が激化しており、これらの競争環境の変化により、当社グループの業績に影響が及ぶ可

能性がある。 

  

(3)公的規制のリスク 

当社グループは、大規模小売店舗立地法や独占禁止法の他、食品の安全管理、環境・リサイクルなど

に関する法令等に充分留意した営業活動を行っている。これらの法規制を遵守できなかった場合、当社

グループの活動が制限されることやコストの増加につながる可能性がある。従って、これらの法規制

は、当社グループの業績や財務状況等に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(4)事故・自然災害等のリスク 

事故・自然災害等に対する備えとして、緊急時の社内体制を整備しているが、不測の事故・自然災害

が発生した場合、当社グループの業績にマイナスの影響が及ぶ可能性がある。 

  

(5)顧客情報の管理のリスク 

個人情報の管理については、社内規程等の整備や従業員教育などにより、その徹底を図っているが、

万一、不測の事故または事件によって顧客情報が外部に漏洩した場合、当社グループの社会的信用の低

下により、売上高にマイナスの影響を及ぼす可能性がある。 

  

(6)金利変動に係るリスク 

当社グループは、必要資金を金融機関からの借入により調達しており、急速かつ大幅な金利変動があ

れば、支払利息の増加などにより、当社グループの業績及び財務状況等に悪影響を与える可能性があ

る。 

  

(7)保有資産に係るリスク 

当社グループが保有する土地や有価証券等の資産価値が大きく変動した場合、当社グループの業績や

財務状況等に重要な影響を及ぼす可能性がある。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はない。 

  

６ 【研究開発活動】 



特記すべき事項はない。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表に基づいて

分析した内容である。 

(1)財政状態の分析 

  

① 資産 

当連結会計年度末の総資産は、559億４千３百万円となり前連結会計年度末と比べ38億８千７百万円

増加した。これは、現金及び預金等の流動資産が12億４千６百万円減少したが、新たに子会社２社を連

結の範囲に含めたことにより、土地等の固定資産が51億３千６百万円増加したことによる。  
  

② 負債 

当連結会計年度末の負債合計は、414億１百万円となり前連結会計年度末と比べ64億円増加した。こ

れは、新たに子会社２社を連結の範囲に含めたことにより、有利子負債が61億６千７百万円増加したこ

と等による。  
  

③ 純資産 

当連結会計年度末の純資産合計は、145億４千１百万円と前連結会計年度末と比べ25億１千３百万円

の減少となった。これは、利益剰余金が24億３千８百万円減少したこと等による。  

この結果、自己資本比率は、26.0％となり、１株当たり純資産額は、322円94銭となった。 

なお、キャッシュ・フローの状況は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」に記載のとおりであ

る。 
  

(2)経営成績の分析 

① 売上高 

当連結会計年度の売上高は、526億３百万円と前連結会計年度と比べ１億２千６百万円の増収となっ

た。これは、新たに子会社２社を連結の範囲に含めたことにより、不動産賃貸業の売上高が14億５百万

円増加したことによる。  
  

② 売上原価 

当連結会計年度より、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 会計方針の変更」に記載のとおり

不動産賃貸収入に対応する販売管理費の一部を売上原価に計上している。この変更により、売上原価

は、従来の方法と比較して11億９千７百万円多く計上され407億５千万円となった。  
  

③ 販売費及び一般管理費 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、101億３千７百万円となり前連結会計年度と比べ14億３

千５百万円の減少となった。これは、新たに子会社２社を連結の範囲に含めたことにより４億５千３百

万円増加したものの、人件費３億２千７百万円及び不動産賃貸収入に対応する販売管理費の一部を売上

原価に計上したことにより11億９千７百万円減少したこと等による。  

  

④ 営業外損益 

当連結会計年度の営業外収益は、５億９千４百万円となり前連結会計年度と比べ３億４千１百万円の

減少となった。これは、新たに子会社２社を連結の範囲に含めたことにより受取配当金が４億８千２百

万円減少したものの、売場改装協力金が１億４千６百万円増加したこと等による。 

 また、当連結会計年度の営業外費用は、10億１千２百万円となり前連結会計年度と比べ２億９千２百

万円の増加となった。これは、新たに子会社２社を連結の範囲に含めたことにより支払利息が３億２千

７百万円増加したこと等による。  
  

⑤ 特別損益 

当連結会計年度の特別利益は、投資有価証券売却益により１億５千１百万円を計上した。 

 また、当連結会計年度の特別損失は、減損損失25億２千１百万円、固定資産廃却損５億８千８百万

円、未使用商品券計上額５億４千９百万円等を計上したことにより36億８千３百万円となった。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、百貨店業を中心に全体で８億４千３百万円（セグメント間消去

額８百万円）の投資を実施している。 

百貨店業においては、売場リニューアルを中心に６億６千７百万円の投資をした。 

不動産業においては、設備の維持管理等に１億７千９百万円の投資をした。 

その他の事業においては、設備の維持管理等に５百万円の投資をした。 

所要資金については、自己資金により充当した。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

 
  

(2) 国内子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額の内「その他」には、器具及び備品が含まれている。 

２ 従業員数の( )は、臨時従業員数(年間平均人数)を外数で記載している。 

３ 土地及び建物の一部を年額656百万円で賃借している。賃借している土地の面積は [ ] で外書している。 

４ 上記のほか、コンピュータ設備等についてリース契約により賃借しており、リース料は年額145百万円であ

る。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

 
 

土地
(面積千㎡)
[面積千㎡]

その他 合計

本社 
(名古屋市中区)

百貨店業 店舗 9,291
11,569

(3)
[1]

297 21,157
369
(183)

本社・その他 
(名古屋市中区他)

不動産賃貸業 事務所等 2,182
6,880
(14)
[0]

70 9,132
7

(─)

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

建物
 
 

土地
(面積千㎡)
[面積千㎡]

その他 合計

㈱豊橋丸栄
豊橋店等 
(愛知県豊橋市)

百貨店業 店舗等 2,655
1,441

(2)
[0]

39 4,136
100
(129)

㈱国際フード 
サービス

国際フードサー
ビス 
(名古屋市中区)

その他の事業 店舗等 49
52
(1)

45 146
73
(16)

㈱栄工社
栄工社 
(名古屋市北区)

運送業 配送所等 55
―

(―)
3 59

76
(157)

栄インベスト
メント㈲

栄町ビル 
(名古屋市中区)

不動産賃貸業 事務所等 2,382
8,212

(3)
─ 10,594

─
(─)



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特記すべき事項はない。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
(注) 資本準備金による自己株消却 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 165,940,000

計 165,940,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年２月28日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年５月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 45,348,887 45,348,887
東京、名古屋、
各証券取引所 
(市場第一部)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 45,348,887 45,348,887 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成14年３月１日～ 
平成15年２月28日(注)

△1,782,000 45,348,887 ― 4,681 △283 1,993



(5) 【所有者別状況】 
平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 自己株式320,079株は「個人その他」の欄に320単元、「単元未満株式の状況」の欄に79株含まれている。な

お、自己株式は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式と同一である。 

２ 上記「個人その他」には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれている。 

  

(6) 【大株主の状況】 
平成19年２月28日現在 

 
(注) 丸榮協栄会は当社の取引先企業で構成されている持株会である。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 37 35 321 28 2 8,129 8,552 ―

所有株式数 
(単元)

― 10,797 741 10,602 1,355 9 20,625 44,129 1,219,887

所有株式数 
の割合(％)

― 24.47 1.68 24.02 3.07 0.02 46.74 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

興和株式会社 名古屋市中区錦三丁目６番29号 4,957 10.93

丸榮協栄会
名古屋市中区栄三丁目３番１号
㈱丸栄内

2,351 5.19

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,173 4.79

日本トラステイ・サ－ビス信託
銀行株式会社 
(三井アセット信託銀行再信託
分・CMTBエクイテイインベスト
メンツ株式会社信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,760 3.88

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 1,457 3.21

中 林 智 子 名古屋市瑞穂区 1,241 2.74

川 崎 晃 義 名古屋市千種区 1,194 2.63

日本マスタ－トラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 857 1.89

清水建設株式会社 東京都港区芝浦一丁目２番３号 830 1.83

日 本 ト ラ ス テ ィ・サ ー ビ ス 
信託銀行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 715 1.58

計 ― 17,536 38.67



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）

含まれている。 

２ 「単元未満株式数」の欄には、当社所有の自己株式79株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年２月28日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 320,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)  
普通株式 43,809,000 43,809 同上

単元未満株式  
普通株式 1,219,887 ― 同上

発行済株式総数 45,348,887 ― ―

総株主の議決権 ― 43,809 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社 丸 栄

名古屋市中区栄 
三丁目３番１号

320,000 ― 320,000 0.71

計 ― 320,000 ― 320,000 0.71



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はない。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

旧商法第221条第６項による取得 

 
  

会社法第155条第７号による取得 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めていない。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間における保有自己株式には、平成19年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めていない。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第7号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 6,766 2,143

当期間における取得自己株式 ― ―

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 40,968 9,387

当期間における取得自己株式 9,393 3,299

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他( ― ) ― ― ― ―

保有自己株式数 320,079 ― 329,472 ―



３ 【配当政策】 

当社では、株主に対する利益配分を最重要政策のひとつと認識しており、収益体質の強化をはかること

により、安定した配当を継続することを基本方針としている。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を定款で定めている。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は、株主総会である。 

当事業年度の剰余金の配当については、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株につき３円の期末配

当とした。 

内部留保資金の使途については、今後の事業展開への備えとしている。 

なお、当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき中間配当を行うことができる旨を定款で定めてい

る。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載している。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載している。 

  

決議年月日
配当金の総額 １株当たり配当額

(百万円） (円）

平成19年５月24日
135 3

定時株主総会決議

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

最高(円) 185 400 372 427 348

最低(円) 56 99 180 281 175

月別
平成18年 
９月

10月 11月 12月
平成19年 
１月

２月

最高(円) 291 272 225 225 224 257

最低(円) 232 220 175 202 207 202



５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長 
 

代表取締役
後 藤   淳 昭和９年９月23日生

昭和28年３月 当社入社

(注)3 104

昭和63年３月 当社営業第十部長

平成元年５月 当社取締役

平成５年５月 当社常務取締役

平成７年５月 当社専務取締役

平成９年５月 当社代表取締役副社長

平成10年５月 当社代表取締役社長(現任)

平成10年７月 

 

株式会社国際フードサービス監査

役(現任)

平成11年５月 株式会社豊橋丸栄取締役

平成13年５月 栄町ビル株式会社取締役社長

平成13年５月 株式会社豊橋丸栄取締役相談役

平成13年６月 

 

栄地下センター株式会社代表取締

役会長(現任)

平成15年５月 株式会社栄工社取締役(現任)

平成15年５月 株式会社豊橋丸栄取締役(現任)

専務取締役 
 

代表取締役

総務本部・
法務室・ 

内部監査室
担当 
 

川 崎 晃 義 昭和22年２月５日生

昭和44年３月 当社入社

(注)3 1,194

平成元年３月 当社営業第十八部長

平成３年５月 当社取締役外販統括部長

平成７年５月 当社常務取締役

平成11年５月 当社専務取締役総合企画室長関連 

事業統括室担当

平成12年３月 当社専務取締役経営企画室長

平成15年５月 当社代表取締役専務取締役業務本 

部長

平成15年９月 当社代表取締役専務取締役総務本 

部長

平成19年５月 当社代表取締役専務取締役総務本

部・法務室・内部監査室担当 

(現任)

常務取締役 営業本部長 秋 丸 隆 士 昭和21年10月19日生

昭和44年３月 当社入社

(注)3 15

平成９年５月 当社秘書室部長

平成15年３月 当社営業副本部長外商担当理事

平成15年５月 当社取締役営業副本部長外商担当

平成15年９月 当社取締役百貨店事業副本部長

平成19年５月 当社常務取締役営業本部長(現任)

常務取締役
経営企画 
室長 
 

江 﨑 美治洋 昭和24年５月22日生

昭和48年３月 当社入社

(注)3 17

平成15年３月 当社経営企画室長

平成15年５月 当社取締役経営企画室長

平成19年５月 当社常務取締役経営企画室長 

(現任)

常務取締役 総務本部長 加 古   守 昭和26年２月18日生

昭和49年３月 当社入社

(注)3 15

平成13年３月 当社総務部人事担当ゼネラルマネ

ージャー

平成15年３月 当社業務副本部長人事・経理担当

理事

平成15年５月 当社取締役業務副本部長

平成15年９月 当社取締役総務副本部長

平成19年５月 当社常務取締役総務本部長(現任)

常務取締役
不動産本 
部長 
 

中 林 久 高 昭和29年９月10日生

昭和52年３月 当社入社

(注)3 178

平成７年５月 当社営業第二部長

平成９年５月 当社取締役営業政策部長

平成11年５月 当社取締役総務部長

平成12年３月 当社取締役事業部長

平成14年６月 当社取締役社長付

平成16年５月 当社取締役不動産事業本部副本 

部長

平成19年５月 当社常務取締役不動産本部長 

(現任)



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 三 輪 隆 康 昭和２年１月21日生

昭和26年４月 興服産業株式会社取締役

(注)3 20

昭和26年７月 当社監査役

昭和45年４月 当社取締役(現任)

平成７年８月 興和紡績株式会社取締役会長 

(現任)

平成７年８月 興和株式会社取締役会長(現任)

平成７年８月 興和新薬株式会社取締役会長 

(現任)

取締役 久 米 貞 夫 昭和16年１月25日生

昭和38年３月 当社入社

(注)3 30

平成４年３月 当社営業第七部長

平成７年５月 当社取締役人事部長

平成10年５月 当社取締役外販統括部長

平成12年３月 当社取締役外商本部長

平成13年５月 当社取締役営業副本部長外商担当

平成14年３月 株式会社豊橋丸栄顧問

平成14年５月 株式会社豊橋丸栄常務取締役

平成15年５月 株式会社豊橋丸栄専務取締役

平成17年５月 株式会社豊橋丸栄代表取締役社長

（現任）

平成19年５月 当社取締役(現任)

取締役 秘書室長 西 尾  栄 昭和25年９月20日生

昭和49年３月 当社入社

(注)3 ─平成15年３月 当社秘書室部長

平成19年５月 当社取締役秘書室長(現任)

取締役
営業副本 
部長

小 池 秀 一 昭和26年２月９日生

昭和49年10月 当社入社

(注)3 1

平成13年３月 当社食品部ゼネラルマネージャー

平成15年３月 当社食品一部長兼食品二部長

平成15年９月 当社催事部長

平成16年３月 当社外商第一部長

平成17年３月 当社外商副本部長

平成17年５月 当社外商副本部長（本部長代行）

平成18年３月 同 カード販売部長兼務

平成18年９月 同 外商統括部長兼務

平成19年５月 当社取締役営業副本部長(現任)

取締役
営業副本 
部長

大 場 義 明 昭和26年12月14日生

昭和49年３月 当社入社

(注)3 1

平成14年３月 当社ＭＤ推進部ゼネラルエキスパ

ート

平成15年３月 当社ＭＤ推進部長

平成16年３月 当社営業推進部長

平成16年６月 当社営業副本部長兼営業推進部長

平成18年９月 同 マーケティング部長兼務

平成19年３月 当社営業副本部長兼催事部長

平成19年５月 当社取締役営業副本部長(現任)

取締役
販売促進 
部長

前 原 志 行 昭和27年２月７日生

昭和50年３月 当社入社

(注)3 3

平成13年３月 当社婦人・子供服部ゼネラルエキ

スパート

平成15年９月 当社販売促進部長

平成19年５月 当社取締役販売促進部長(現任)

常任監査役 
 

常勤
山 田 敏 明 昭和26年９月15日生

昭和49年３月 当社入社

(注)4 21

平成15年３月 当社外商統括部長兼建装特需部長

平成16年３月 当社監査役室部長

平成16年５月 当社常任監査役(現任)

平成17年５月 株式会社丸栄友の会監査役(現任)

平成17年10月 株式会社豊橋丸栄常任監査役 

(現任)

平成18年５月 株式会社栄工社監査役(現任)



 
  

(注)１ 取締役三輪隆康は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。 

    ２ 監査役松本洋美及び監査役田中富雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

    ３ 取締役の任期は、平成19年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年２月期に係る定時株主総会終結

の時までである。  

    ４ 監査役山田敏明及び監査役松本洋美の任期は、平成16年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年２

月期に係る定時株主総会終結の時までである。 

  ５ 監査役新美直樹及び監査役田中富雄の任期は、平成19年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年２

月期に係る定時株主総会終結の時までである。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常任監査役 
 

常勤
新 美 直 樹 昭和28年５月21日生

昭和52年３月 当社入社

(注)5 5
平成16年３月 当社経営企画室部長

平成18年９月 当社内部監査室部長

平成19年５月 当社常任監査役(現任)

監査役 松 本 洋 美 昭和17年11月27日生

昭和40年３月 興和株式会社入社

(注)4 5
平成３年６月 興和株式会社中国繊維部長

平成７年６月 興和株式会社取締役(現任)

平成13年５月 当社監査役(現任)

監査役 田 中 富 雄 昭和20年10月３日生

昭和43年４月 株式会社東海銀行入行

(注)5 ─

平成７年６月 同行取締役システム開発部長

平成９年６月 同行常務取締役

平成15年６月 株式会社ユーフィット取締役会長

平成16年４月 株式会社ユーフィット代表取締役

社長最高執行責任者（COO）

平成19年５月 当社監査役(現任)

計 1,609



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスを重要な経営課題の一つと位置づけ、経営の重要事項に関する意

思決定を迅速・適正に行うとともに、経営の透明性及び責任の明確化を図ることを基本的な考え方とし

ている。 

併せて、内部統制システムの整備や法令等遵守体制の構築、企業情報の適切な開示等、経営管理機能

の強化に向けた取り組みを進めている。 

  

(2)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

①会社の機関の内容 

  イ．取締役会 

当社取締役会は有価証券報告書提出日現在、取締役12名、うち社外取締役は１名で、原則とし

て、毎月１回開催される定時取締役会と必要に応じて随時開催される臨時取締役会において、会

社経営の意思決定と重要事項の審議をしている。取締役の任期は２年で、定時株主総会において

選任される。 

当社の取締役は20名以内とする旨を定款で定めている。 

 また、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めている。 

  ロ．監査役会 

当社は監査役会設置会社で、有価証券報告書提出日現在、社内監査役２名及び社外監査役２名

で構成する監査役会を年５回開催している。監査役の任期は４年で、定時株主総会において選任

される。常勤監査役は、主な業務として、取締役会・監査役会及び重要な会議への出席、代表取

締役との意見交換、取締役からの報告・聴取、重要な決裁書類の閲覧、計算書類の検討、子会社

の監査等を行なっている。 

  ハ．常務会 

    有価証券報告書提出日現在、社内取締役11名及び社内監査役２名で構成する常務会を原則とし

て毎週１回開催し、会社経営に関わる諸課題への迅速な対応を図っている。 

ニ．グループ戦略会議 

 当社と子会社の取締役15名及び監査役３名で構成され、構成員は有価証券報告書提出日現在、

計18名である。毎月１回開催し、取締役は子会社の月次業務執行及び課題検討等を行なうことに

より、経営の重要事項を審議し、監査役は経営の健全性・適正性・効率性のチェックを行なって

いる。 

②社外取締役及び社外監査役の状況 

 当社の社外取締役三輪隆康は、有価証券報告書提出日現在で20,000株の当社株式を所有してい

る。また、当社の社外監査役松本洋美は、有価証券報告書提出日現在で5,000株の当社株式を所有

し、社外監査役田中富雄は、所有していない。それ以外の取引関係、その他の利害関係はない。 

 社外役員との責任限定契約に関する規定を設けており、社外役員と締結した契約の概要は次のと

おりである。 
 

  

③内部統制システムの整備状況 

 当社は業務の適正を確保するため、従来の経営監督機関のほかに、新たに内部監査部門（内部監

査室２名及び法務室２名）を設置し、内部統制システムの体制整備、強化に取り組んでいる。 

イ．経営監督機関として取締役会があり、経営の重要事項について審議及び決議を行っている。

氏名 責任限定契約の内容の概要

三輪 隆康
会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、
当該契約に基づく責任の限度額は720万円または法令が規定する額のい
ずれか高い額である。

松本 洋美
会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、
当該契約に基づく責任の限度額は480万円または法令が規定する額のい
ずれか高い額である。

鈴木 文雄



特に、経営監督機能を強化するため、社外取締役１名が独立した立場で客観的に経営執行を監督

するとともに、社外監査役２名を含む監査役が取締役会等に出席し、経営の監視を行ってい

る。 

ロ．法令等遵守の徹底と企業倫理意識の浸透を図るため、内部監査部門を設置し、公正且つ適正

な経営の実現に取り組んでいる。 

ハ．当社はグループ戦略会議を開催し、各子会社に対する適切な経営管理とグループ全体のコー

ポレート・ガバナンス体制の構築に取り組んでいる。 

④リスク管理体制の整備状況 

 当社は、リスク管理体制の整備が経営の重要課題であるとの認識から、内部監査部門を設置し、

発生が予測されるリスクの抽出及び検討を行っている。また、企業価値に影響を及ぼし経営判断を

要するリスクへの対応については、必要に応じて法律事務所等の外部専門家の助言を受けるととも

に、常務会及び取締役会等で審議・決定を行っている。 

⑤監査法人および法律顧問 

 当社は、みすず監査法人と監査契約を締結し、連結・個別財務諸表等の適正性について監査を受

け、適宜指導・助言も受けている。更に、経営判断上の参考とするため、適法適正な会社運営と業

務の執行に関して、顧問弁護士から指導・助言を受ける体制を取っている。 
  

当社における会社の機関・内部統制システム等の関係は、次のとおりである。 

  

 



  

役員報酬の内容 

  取締役の年間報酬総額 57百万円（うち社外取締役３百万円） 

  監査役の年間報酬総額 12百万円（うち社外監査役４百万円） 

  

監査報酬の内容 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 24百万円 

  上記以外の報酬の金額                －百万円 

  

会計監査の状況 

 平成19年2月期における監査体制は以下のとおりであった。 

  監査業務を執行している公認会計士 

   指定社員 業務執行社員 柴山昭三  継続監査年数１年 

   指定社員 業務執行社員 後藤貞明  継続監査年数４年 

  監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士 10名  会計士補等 ６名  その他 ２名 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前連結会計年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)は、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第

２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用している。 

また、前連結会計年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項

のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用している。 

また、第87期事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、第88期事業年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年３月１日から平成18年２月

28日まで)及び第87期事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表については、中央青山監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成18年３月１日から平成19年２

月28日まで)及び第88期事業年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)の連結財務諸表及び財務

諸表については、みすず監査法人により監査を受けている。 

なお、従来から当社が監査を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、みす

ず監査法人となった。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 

前連結会計年度
(平成18年２月28日)

当連結会計年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 2,496 1,935

 ２ 受取手形及び売掛金 1,809 1,410

 ３ たな卸資産 1,777 1,664

 ４ 繰延税金資産 358 295

 ５ その他 1,284 1,168

 ６ 貸倒引当金 △21 △15

   流動資産合計 7,705 14.8 6,458 11.6

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物 ※２ 33,679 34,166

    減価償却累計額 17,009 16,669 17,549 16,616

  ２ 器具及び備品 2,104 1,770

    減価償却累計額 1,622 482 1,364 406

  ３ 土地
※２ 
※３

20,897 28,154

  ４ その他 152 165

    減価償却累計額 137 15 115 50

   有形固定資産合計 38,065 45,228

 (2) 無形固定資産 72 72

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券
※１ 
※２

3,377 2,930

  ２ 長期貸付金 21 20

  ３ 差入保証金 1,007 639

  ４ 長期未収入金 754 17

  ５ 繰延税金資産 67 166

  ６ その他 ※２ 1,027 450

  ７ 貸倒引当金 △59 △54

   投資その他の資産合計 6,196 4,169

   固定資産合計 44,334 85.2 49,470 88.4

Ⅲ 繰延資産

 １ 社債発行費 16 14

   繰延資産合計 16 0.0 14 0.0

   資産合計 52,055 100.0 55,943 100.0



 

前連結会計年度
(平成18年２月28日)

当連結会計年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

負債の部

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 4,376 4,267

 ２ 短期借入金 ※２ 1,110 1,366

 ３ １年以内返済予定 
   の長期借入金

※２ 5,698 5,768

 ４ １年以内償還予定 
   の社債

240 340

 ５ 未払費用 381 444

 ６ 未払法人税等 42 16

 ７ 賞与引当金 3 3

 ８ ポイント金券引当金 49 57

 ９ その他 1,779 2,419

   流動負債合計 13,683 26.3 14,683 26.2

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 760 870

 ２ 長期借入金 ※２ 13,092 18,724

 ３ 再評価に係る 
   繰延税金負債

※３ 4,699 4,699

 ４ 繰延税金負債 853 801

 ５ 退職給付引当金 1,072 538

 ６ 預り保証金 774 1,009

 ７ その他 ※７ 65 73

   固定負債合計 21,317 40.9 26,718 47.8

   負債合計 35,001 67.2 41,401 74.0

少数株主持分

  少数株主持分 3 0.0 ― ―

資本の部

Ⅰ 資本金 ※５ 4,681 9.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 1,993 3.8 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 3,473 6.7 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３ 6,749 13.0 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 207 0.4 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※６ △54 △0.1 ― ―

   資本合計 17,051 32.8 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

52,055 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年２月28日)

当連結会計年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

純資産の部

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ─ 4,681 8.4

 ２ 資本剰余金 ― ─ 1,993 3.6

 ３ 利益剰余金 ― ─ 1,034 1.8

 ４ 自己株式 ― ─ △65 △0.1

   株主資本合計 ― ─ 7,643 13.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ─ 82 0.1

 ２ 土地再評価差額金 ※３ ― ─ 6,815 12.2

   評価・換算差額等合計 ― ─ 6,897 12.3

Ⅲ 少数株主持分 ― ─ ─ ─

   純資産合計 ― ─ 14,541 26.0

   負債及び純資産合計 ― ― 55,943 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 52,477 100.0 52,603 100.0

Ⅱ 売上原価 40,176 76.6 40,750 77.5

   売上総利益 12,301 23.4 11,852 22.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 867 721

 ２ 集金手数料 325 252

 ３ 役員報酬及び 
   従業員給料手当

4,184 3,922

 ４ 従業員賞与金 203 210

 ５ 賞与引当金繰入額 3 3

 ６ 退職給付費用 255 175

 ７ 福利厚生費 482 490

 ８ 賃借料 1,416 1,193

 ９ 光熱費 619 471

 10 諸税 372 265

 11 減価償却費 950 812
 

 12 その他 1,891 11,573 22.0 1,619 10,137 19.2

   営業利益 728 1.4 1,715 3.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 35 28

 ２ 受取配当金 523 41

 ３ 持分法による投資利益 49 52

 ４ 売場改装協力金 131 278

 ５ 雑収益 196 936 1.8 193 594 1.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 484 811

 ２ 雑費用 236 720 1.4 201 1,012 1.9

   経常利益 943 1.8 1,296 2.5



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 1,250 ─

 ２ 投資有価証券売却益 187 1,438 2.7 151 151 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 役員退職慰労金 29 3

 ２ 投資有価証券評価損 2 11

 ３ 固定資産廃却損 ※２ 733 588

 ４ 減損損失 ※３ ─ 2,521

 ５ ゴルフ会員権評価損 0 ─

 ６ 貸倒引当金繰入額 7 2

 ７ 未使用商品券計上額 ─ 549

 ８ 確定拠出年金制度移行に 
   伴う損失

533 ─

 ９ その他 59 1,365 2.6 7 3,683 7.0

   税金等調整前当期純利益 
   又は税金等調整前当期純 
   損失（△）

1,016 1.9 △2,235 △4.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

9 9

   法人税等調整額 131 141 0.2 △1 8 0.0

   少数株主損失（△）   △0 △0.0 △3 △0.0

   当期純利益又は当期純損 
   失（△）

874 1.7 △2,240 △4.3



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,993

Ⅱ 資本剰余金期末残高 1,993

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,734

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 当期純利益 874 874

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 配当金 135 135

Ⅳ 利益剰余金期末残高 3,473



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年２月28日残高(百万円) 4,681 1,993 3,473 △54 10,094

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △135 △135

 当期純損失 △2,240 △2,240

 自己株式の取得 △11 △11

 土地再評価差額金の取崩 △65 △65

 新規連結による増加額 2 2

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△2,438 △11 △2,450

平成19年２月28日残高(百万円) 4,681 1,993 1,034 △65 7,643

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日残高(百万円) 207 6,749 6,956 3 17,054

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 ─ △135

 当期純損失 ─ △2,240

 自己株式の取得 ─ △11

 土地再評価差額金の取崩 65 65 ─

 新規連結による増加額 ─ 2

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△125 △125 △3 △128

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△125 65 △59 △3 △2,513

平成19年２月28日残高(百万円) 82 6,815 6,897 ─ 14,541



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 1,016 △2,235

   減価償却費 950 1,142

   減損損失 ─ 2,521

   連結調整勘定償却額 △15 ─

   負ののれん償却額 ─ △16

   貸倒引当金の減少額 △37 △10

   賞与引当金の増減額 △1 0

   退職給付引当金の増減額 522 △533

   受取利息及び受取配当金 △558 △69

   支払利息 484 811

   固定資産売却益 △1,250 ─

   固定資産廃却損 733 588

   投資有価証券売却益 △187 △151

   投資有価証券評価損 2 11

   未使用商品券計上額 ─ 549

   売上債権の減少額 580 399

   たな卸資産の減少額 139 112

   仕入債務の減少額 △658 △108

   未払消費税等の増減額 △49 4

   その他 120 △132

    小計 1,788 2,881

   利息及び配当金の受取額 222 76

   利息の支払額 △448 △809

   法人税等の支払額 △9 △59

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,553 2,088



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △119 △58

   定期預金の払戻による収入 146 48

   投資有価証券の取得による支出 △5 △9

   投資有価証券の売却による収入 684 402

   有形固定資産の取得による支出 △566 △864

   有形固定資産の売却による収入 2,815 149

   有形固定資産の廃却に伴う支出 △66 △29

   貸付金による支出 ─ △0

   貸付金の回収による収入 0 1

   差入保証金の差入による支出 △9 △1

   差入保証金の返還による収入 119 346

   預り保証金の返還による支出 △35 △130

   預り保証金の受入による収入 27 52

   子会社株式の取得による支出 △1 ─

   その他 △0 △0

   投資活動によるキャッシュ・フロー 2,988 △92

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 △12,771 256

   長期借入による収入 14,924 2,400

   長期借入金の返済による支出 △5,400 △6,428

   社債の発行による収入 97 484

   社債の償還による支出 △200 △290

   自己株式の取得による支出 △19 △11

   配当金の支払額 △135 △133

   財務活動によるキャッシュ・フロー △3,505 △3,722

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 1,036 △1,726

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,379 2,415

Ⅵ 新規連結による現金及び現金同等物の 
  増加額

─ 1,064

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 2,415 1,753



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 ４社
  連結子会社の名称
   ㈱豊橋丸栄、㈱国際フードサー

ビス、㈱栄工社、㈱丸栄友の会

(1) 連結子会社の数 ６社
 連結子会社の名称
  ㈱豊橋丸栄、㈱国際フードサー

ビス、㈱栄工社、㈱丸栄友の会
     栄インベストメント㈲、栄イン

ベストメント有限責任中間法人 
  なお、当連結会計年度より
「投資事業組合に対する支配力
基準及び影響力基準の適用に関
する実務上の取扱い」（企業会
計基準委員会 実務対応報告第
20号 平成18年９月８日）を適
用している。これにより上記連
結子会社６社のうち栄インベス
トメント㈲と栄インベストメン
ト有限責任中間法人を当連結会
計年度より連結している。

(2) 非連結子会社の名称
   ㈱ファミリーフード、丸栄建装

㈱

(2) 非連結子会社の名称
  ㈱ファミリーフード、丸栄建装

㈱
 上記非連結子会社２社の総資産、売
上高、当期純損益及び利益剰余金等の
うち持分に見合う額の合計額は連結会
社のそれら合計額に比し、それぞれ小
規模であり、全体としても連結財務諸
表に重要な影響を及ぼしていないの
で、連結の範囲には含めていない。

 同左

２ 持分法の適用に関する 
事項

(1) 持分法適用の関連会社数 １社
  会社名 栄地下センター㈱
(2) 持分法を適用していない非連結子

会社の名称
      ㈱ファミリーフード、

丸栄建装㈱
 また、持分法を適用していない非連
結子会社２社の当期純損益及び利益剰
余金等のうち持分に見合う額の合計額
等は、いずれも小規模であり、全体と
しても連結当期純損益及び連結利益剰
余金に重要な影響を及ぼしていないた
め、持分法の適用から除いている。

(1) 持分法適用の関連会社数 １社
 会社名 栄地下センター㈱

(2) 持分法を適用していない非連結子
会社の名称

     ㈱ファミリーフード、 
丸栄建装㈱

 同左

３ 連結子会社の事業年度等
に関する事項

 連結子会社の事業年度は、すべて親
会社と同一である。

連結子会社の決算日は、栄インベスト
メント㈲（１月31日）及び栄インベス
トメント有限責任中間法人（１月31
日）を除き、連結決算日と一致してい
る。なお、上記連結子会社２社につい
ては、同社の決算日現在の財務諸表を
使用して連結決算を行っている。

４ 会計処理基準に関する 
事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価
方法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価 
方法

  有価証券
   その他有価証券
    時価のあるもの
     連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は
全部資本直入法により処理
し、売却原価は主として移
動平均法により算定してい
る)

 有価証券
  その他有価証券
   時価のあるもの
     連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は
全部純資産直入法により処
理し、売却原価は主として
移動平均法により算定して
いる)

    時価のないもの
     移動平均法による原価法 
  デリバティブ  
   時価法

   時価のないもの 
     同左 
  デリバティブ  
   同左

  たな卸資産
   商品については、主として売価

還元法による原価法
   その他のたな卸資産については

先入先出法による原価法

 たな卸資産
   同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

  有形固定資産

   建物   定額法 但し一部連

結子会社定率法

   その他  定率法 但し一部連

結子会社定額法

  建物については、平成10年度の税

制改正により、耐用年数の短縮が行

なわれているが、改正前の耐用年数

を継続して適用している。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

  有形固定資産

   同左

  無形固定資産  定額法

          なお、自社利用

のソフトウェア

については社内

における利用可

能期間(５年)に

基づく定額法

  無形固定資産  同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法

  社債発行費

   社債発行費は、3年間で均等償

却している。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

  社債発行費

   社債の償還期間にわたり、定額

法により償却（月割償却）してい

る。なお、会社法施行前に発生し

た社債発行費については、３年間

で均等償却している。

(4) 重要な引当金の計上基準

  貸倒引当金

   将来における債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権に

ついては、貸倒実績率による計算

額を、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を

検討し回収不能見込額を計上して

いる。

(4) 重要な引当金の計上基準

  貸倒引当金

   同左

  賞与引当金

   従業員に対する賞与の支出に備

えるために、賞与支給見込額を計

上している。

  賞与引当金 

   同左

  ポイント金券引当金

ポイントカードの使用により付

与されたポイントの将来の使用に

備えるため、連結会計年度末にお

けるポイント金券残高に対する将

来使用されると見込まれる額のう

ち費用負担となる原価相当額を計

上している。

  ポイント金券引当金 

   同左

  退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上している。

なお、会計基準変更時差異につ

いては、15年償却することとし、

当連結会計年度において販売費及

び一般管理費に計上している。

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数(12年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度より費用処理している。

  退職給付引当金 

   同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(5) 重要なリース取引の処理方法
  リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっている。

(5) 重要なリース取引の処理方法
  同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法
 (イ)繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方

法
繰延ヘッジ処理を採用してい

る。金利スワップ及び金利キャッ
プについては特例処理の要件を満
たしている場合は特例処理を採用
している。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
 (イ)繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方

法

    同左

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象
   ヘッジ手段
    デリバティブ取引(金利スワ

ップ及び金利キャップ取引)
   ヘッジ対象
    借入金の金利変動リスク

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象
    同左
    
   
    

 (ハ)ヘッジ方針
   ヘッジ取引の実行及び管理は、

経理部内の部内内規に基づき、金
利変動リスクをヘッジすることと
している。ヘッジ取引の状況は経
理部で集計し定期的に担当役員等
に報告している。

 (ハ)ヘッジ方針
    同左

 (ニ)ヘッジの有効性評価の方法
   ヘッジの有効性評価は、ヘッジ

開始時から有効性判定時点までの
期間においてヘッジ対象とヘッジ
手段それぞれの相場変動又はキャ
ッシュ・フロー変動の累計を比較
している。

   なお、両者の間には高い相関関
係が認められている。

 (ニ)ヘッジの有効性評価の方法
    同左

 (ホ)その他
   取引契約は信用力の高い大手金

融機関を相手先としており、信用
リスクは極めて少ないものと認識
している。

 (ホ)その他
    同左

(7) その他連結財務諸表作成のための
重要な事項

  消費税等の会計処理
   税抜方式によっている。

(7) その他連結財務諸表作成のための
重要な事項

  消費税等の会計処理
   同左

５ 連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方
法は、部分時価評価法によっている。

 同左

６ 連結調整勘定の償却に関
する事項

 連結調整勘定は、原則として発生日
以降５年間で均等償却をするが、金額
が僅少な場合は、発生時の損益として
処理している。

―――

７ のれん及び負ののれんの
償却に関する事項

―――  のれん及び負ののれんは、原則とし
て発生日以降５年間で均等償却をする
が、金額が僅少な場合は、発生時の損
益として処理している。

８ 利益処分項目等の取扱い
に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会計年度
中に確定した利益処分に基づき作成し
ている。

―――

９ 連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金
及び容易に換金可能であり、かつ価値
の変動について僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内に償還期限
の到来する短期投資からなっている。

 同左



会計方針の変更 

  
前連結会計年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用している。 

 これにより税金等調整前当期純損失が2,521百万円多

く計上されている。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してい

る。 

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 企業会計基

準第５号 平成17年12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 企業会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日)を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

14,541百万円である。

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成している。 

 

(投資事業組合等への出資に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、「投資事業組合に対する支配力

基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 実務対応報告第20号 平成18年

９月８日）を適用している。 

これにより、子会社２社を連結の範囲に含め、総資産

9,765百万円、売上高1,405百万円、営業利益951百万円

がそれぞれ増加している。なお、セグメント情報に与え

る影響については、当該箇所に記載している。 

 

(繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

 従来、社債発行費の処理方法は商法施行規則に規定す

る最長期間（３年）で均等償却していたが、当連結会計

年度から、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委員会 実務対応報告第19号 平成

18年８月11日）の適用に伴い、当連結会計年度において

支出した社債発行費については、社債償還期間までの期

間にわたり定額法により償却する方法に変更している。 

 なお、この変更に伴う影響額は軽微である。



前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

――― (不動産賃貸収入の費用) 

 売上高に含めている不動産賃貸収入に対応する費用

は、従来、販売費及び一般管理費として処理していた

が、収益と費用とを直接対応させることにより売上総利

益をより適正に表示するために、当連結会計年度から売

上原価に計上することとした。 

 この変更は、当連結会計年度に不動産賃貸業を行う特

別目的会社を連結の範囲に含めたことにより不動産賃貸

収入の重要性が高まったことを受け、会計処理を見直し

たことによるものである。 

 この変更に伴い、従来の方法と比較して、売上原価は

1,197百万円多く、売上総利益、販売費及び一般管理費

については同額少なく計上されているが、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純損失に影響はない。 

 なお、この見直しは、特別目的会社を連結の範囲に含

めたのが下期におこなわれたため、当中間連結会計期間

は従来の方法によっている。変更後の方法によった場合

と比較して、売上総利益は348百万円多く計上されてい

る。



表示方法の変更 

 
  

追加情報 

 
  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

――― (連結キャッシュ・フロー計算書) 

 従来、連結調整勘定償却額として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から負ののれん償却額と表示してい

る。

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(退職給付引当金) 

 当社は、退職給付制度の見直しを行い、平成18年４月

１日に、従来の適格年金制度から退職一時金制度と確定

拠出年金制度へ移行している。なお、規定等の改定日が

当連結会計年度中であることから、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」(平成14年１月31日企業会計

基準適用指針第１号)および「退職給付制度間の移行等

の会計処理に関する実務上の取扱い」(平成14年３月29

日実務対応報告第２号)を適用して、退職給付制度の一

部終了に伴い発生が見込まれる損失を「確定拠出年金制

度移行に伴う損失」として特別損失に533百万円計上し

ている。 

 

―――

――― （未使用商品券の会計処理について） 

 当連結会計年度において当連結グループが発行する商

品券の使用状況を調査したところ、商品券の発行から使

用までの期間が従来に比べて長期化してきており、今後

もこの傾向が続くものと判断されることから、これまで

未使用商品券について発行から６ヶ月超経過したものを

営業外収益の雑収入として処理していたが、当連結会計

年度より、発行から２年超経過したものを同区分に計上

する処理とした。 

 この見積りの変更に伴い、前連結会計年度末までに雑

収入に計上していたもののうち未使用のものを「未使用

商品券計上額」として549百万円を特別損失に計上して

いる。この結果、経常利益が７百万円減少し、税金等調

整前当期純損失が557百万円多く計上され、流動負債の

その他が同額だけ増加している。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  
前連結会計年度

(平成18年２月28日)
当連結会計年度

(平成19年２月28日)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりである。

投資有価証券(株式) 860百万円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりである。

投資有価証券(株式) 907百万円

※２ 担保に供している資産及び対応する債務

  (1) 担保に供している資産

土地 16,187百万円

建物 10,773

投資有価証券 218

投資その他の資産(その他) 82

計 27,261

※２ 担保に供している資産及び対応する債務

  (1) 担保に供している資産

土地 16,187百万円

建物 10,256

投資有価証券 267

投資その他の資産(その他) 49

計 26,760

 

  (2) 対応する債務

短期借入金 100百万円

一年以内返済予定の 
長期借入金

2,284

長期借入金 4,510

計 6,894
 

 

 

  (2) 対応する債務

短期借入金 300百万円

一年以内返済予定の
長期借入金

1,907

長期借入金 2,634

計 4,841

    (3)責任財産限定型債務（ノンリコースローン） 

   に対する担保提供資産

       ①担保に供している資産

土地 8,212百万円

建物 2,382

現金及び預金 1,022

計 11,617

       ②対応する債務

一年以内返済予定の
長期借入金

440百万円

長期借入金 8,840

計 9,280

       本債務は、上記①の担保に供している資産を

含む栄インベストメント㈲を対象に融資された

もので、返済は同社の保有資産の範囲内に限定

されるものである。

※３ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)及び土地再評価に関する法律の一部

を改正する法律(平成11年３月31日公布法律第24号)

に基づき、事業用の土地の再評価を行い、「再評価

に係る繰延税金負債」を負債の部に、「土地再評価

差額金」を資本の部にそれぞれ計上している。

※３ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)及び土地再評価に関する法律の一部

を改正する法律(平成11年３月31日公布法律第24号)

に基づき、事業用の土地の再評価を行い、「再評価

に係る繰延税金負債」を負債の部に、「土地再評価

差額金」を純資産の部にそれぞれ計上している。

   再評価の方法

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第１号に定める標

準地の公示価格に合理的な調整を行って算出

   再評価を行った年月日  平成13年２月28日

   再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額

△1,346百万円

   再評価の方法

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第１号に定める標

準地の公示価格に合理的な調整を行って算出

   再評価を行った年月日  平成13年２月28日

   



前連結会計年度
(平成18年２月28日)

当連結会計年度
(平成19年２月28日)

 ４ 偶発債務

  (1) 商品券発行に対する保証 160百万円

  (2) 前受業務保証金供託委託契約 

    に対する保証
452百万円

  ４         ―――

  

  

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式45,348,887株

である。

※５         ―――

※６ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 

272,345株である。

※６         ―――

※７ その他に含まれる連結調整勘定は、33百万円であ

る。

※７ その他に含まれる負ののれんは、16百万円であ

る。



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

土地 1,250百万円

※１          ―――

※２ 固定資産廃却損の内訳は次のとおりである。

建物及び構築物 629百万円

器具及び備品 37

その他 0

有形固定資産の廃却に

伴う支出
66

 計 733

※２ 固定資産廃却損の内訳は次のとおりである。

建物及び構築物 519百万円

器具及び備品 38

その他 1

有形固定資産の廃却に

伴う支出
29

 計 588

※３          ―――

 

 

※３ 減損損失
  当社グループは事業用資産については管理会計上の区
分で、賃貸資産及び遊休資産においては個別物件単位で
グルーピングし減損の兆候を判定している。 
 当連結会計年度において、地価の著しい下落により減
損の兆候が生じていた資産グループ及び将来使用が見込
まれない遊休資産については減損認識を行い、帳簿価額
を回収可能額まで減額し、2,521百万円を減損損失とし
て特別損失に計上している。その内訳は、建物及び構築
物1,589百万円、器具及び備品21百万円、土地840百万
円、その他１百万円、リース資産69百万円である。

用途 会社及び場所 種類 金額(百万円)

事業用資産
㈱豊橋丸栄

土地・建物 2,320
愛知県豊橋市

事業用資産
㈱栄工社 建物・器具備品

62

名古屋市北区 リース資産等

事業用資産

㈱国際フードサ

ービス
建物・器具備品

52

名古屋市中区 リース資産等

遊休資産
静岡県湖西市 土地・建物

85
他３件 器具備品

 なお、当資産グループの回収可能額は、重要性の高い
資産グループについては、使用価値により測定してお
り、将来キャッシュ・フローを4.5％で割り引いて算定
している。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

 
  

２ 自己株式に関する事項 

  

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りである。 

単元未満株式の買取りによる増加  47,734株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当する事項ない。 

  

４ 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
  

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 45,348,887 ─ ─ 45,348,887

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 272,345 47,734 ─ 320,079

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月25日 

 定時株主総会
普通株式 135 3 平成18年２月28日 平成18年５月26日

決議 株式の種類 配当金の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額 

（円）
基準日 効力発生日

平成19年５月24日 

 定時株主総会
普通株式 利益剰余金 135 3 平成19年２月28日 平成19年５月25日

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,496百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△81

現金及び現金同等物の期末残高 2,415

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,935百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△181

現金及び現金同等物の期末残高 1,753



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ－ス取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ－ス取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

車両 
運搬具 
(百万円)

器具備品 
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額

51 1,009 1,061

減価償却 
累計額相当額

35 592 627

期末残高 
相当額

16 417 433

 

車両
運搬具 
(百万円)

器具備品 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額
相当額

95 953 1,048

減価償却
累計額相当額

36 522 558

減損損失累計
額相当額

46 23 69

期末残高
相当額

12 407 420

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 110百万円

１年超 323

合計 433

② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高

  未経過リース料期末残高相当額

１年以内 128百万円

１年超 342

合計 471

  リース資産減損勘定期末残高

50百万円

   なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未

経過リ－ス料期末残高の割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。

   なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有形固定資

産期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 139百万円

減価償却費相当額 139百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額、リース資産減損

勘定の取崩額及び減損損失

支払リース料 145百万円

減価償却費相当額 126百万円

リース資産減損勘定の取崩額 18百万円

減損損失 69百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成18年２月28日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

  ①株式 541 891 349

  ②債券 218 218 0

  ③その他 ― ― ―

小計 760 1,110 349

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

  ①株式 1 1 △0

  ②債券 ― ― ―

  ③その他 ― ― ―

小計 1 1 △0

合計 761 1,111 349

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

684 187 ―

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 1,405

 非上場債券等 5

合計 1,410

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

①債券

 国債・地方債等 ― ― ― 218

 社債 ― ― ― ―

 その他 5 ― ― ―

②その他 ― ― ― ―

合計 5 ― ― 218



当連結会計年度(平成19年２月28日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投

資有価証券評価損11百万円を計上している。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

  ①株式 238 372 134

  ②債券 ─ ─ ─

  ③その他 ─ ─ ─

小計 238 372 134

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

  ①株式 39 36 △2

  ②債券 219 217 △1

  ③その他 ─ ─ ─

小計 259 254 △4

合計 498 627 129

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

433 151 ─

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 1,395

 非上場債券等 5

合計 1,400

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

①債券

 国債・地方債等 ─ ─ ─ 219

 社債 ─ ─ ─ ─

 その他 5 ─ ─ ─

②その他 ─ ─ ─ ─

合計 5 ─ ─ 219



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

当企業集団のデリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はない。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

① 取引の内容及び利用目的

現在、当企業集団が用いているデリバティブ取引

は、長期借入金の金利変動リスクのヘッジを目的と

する金利スワップ及び金利キャップ取引のみであ

る。

① 取引の内容及び利用目的

現在、当企業集団が用いているデリバティブ取引

は、長期借入金の金利変動リスクのヘッジを目的と

する金利スワップ及び金利キャップ取引のみであ

る。

② 取引に対する取組方針

当企業集団は、デリバティブ取引に関しては、実需

相当額までの取引に限定し実施することとしてお

り、売買益を目的とした投機的な取引は一切行わな

い方針である。

② 取引に対する取組方針

当企業集団は、デリバティブ取引に関しては、実需

相当額までの取引に限定し実施することとしてお

り、売買益を目的とした投機的な取引は一切行わな

い方針である。

③ 取引に係るリスクの内容

当企業集団が利用する金利スワップ及び金利キャッ

プ取引については、市場金利の変動によるリスクを

有している。取引の相手方については、いずれも信

用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不

履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと

判断している。

③ 取引に係るリスクの内容

当企業集団が利用する金利スワップ及び金利キャッ

プ取引については、市場金利の変動によるリスクを

有している。取引の相手方については、いずれも信

用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不

履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと

判断している。

④ 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の契約は全て社内の決裁基準に基

づき承認を受け、取引の実行及び管理は経理部で部

内内規に基づき行っている。また取引の状況は経理

部で集計し、担当役員に提出している。

④ 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の契約は全て社内の決裁基準に基

づき承認を受け、取引の実行及び管理は経理部で部

内内規に基づき行っている。また取引の状況は経理

部で集計し、担当役員に提出している。



(退職給付関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社である㈱豊橋丸栄は、確定給付

型の適格退職年金制度を採用している。またその他の

連結子会社については、退職一時金制度を採用してい

る。

  当社は退職給付制度を見直し、平成18年４月より、

適格退職年金制度に代えて、退職一時金制度と確定拠

出年金制度に移行することとした。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、退職一時金制度と確定拠出年金制度を採用

している。連結子会社である㈱豊橋丸栄は、確定給付

型の適格退職年金制度を採用している。またその他の

連結子会社については、退職一時金制度を採用してい

る。

  

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年２月28日)

イ 退職給付債務 △1,883百万円

ロ 年金資産 123

ハ 小計(イ＋ロ) △1,759

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 1,019

ホ 未認識数理計算上の差異 200

へ 確定拠出年金制度移行に伴う 

  損失
△533

  退職給付引当金 

       (ハ＋ニ＋ホ＋へ)
△1,072

(注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用している。

   平成18年４月の当社の退職給付制度見直しによ

り、適格退職年金制度の一部を確定拠出年金制度に

移行することに伴い発生する損失見積額を、退職給

付引当金として計上している。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年２月28日)

イ 退職給付債務 △1,166百万円

ロ 年金資産 72

ハ 小計(イ＋ロ) △1,093

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 460

ホ 未認識数理計算上の差異 94

  退職給付引当金 

       (ハ＋ニ＋ホ)
△538

(注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用している。

 

３ 退職給付費用に関する事項

  (自 平成17年３月１日 至平成18年２月28日)

イ 勤務費用 103百万円

ロ 利息費用 35

ハ 期待運用収益 △1

ニ 会計基準変更時差異の 

  費用処理額
101

ホ 数理計算上差異の費用処理額 15

へ 退職給付費用 

     (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)
255

ト 確定拠出年金制度移行に伴う 

  損失
533

  計(へ＋ト) 788

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「イ 勤務費用」に計上している。

   確定拠出年金制度移行に伴う損失は、平成18年４

月の当社の退職給付制度見直しにより、適格退職年

金制度の一部を確定拠出年金制度に移行することに

伴い発生する損失見積額である。

 

３ 退職給付費用に関する事項

  (自 平成18年３月１日 至平成19年２月28日)

イ 勤務費用 65百万円

ロ 利息費用 13

ハ 期待運用収益 △0

ニ 会計基準変更時差異の 

  費用処理額
55

ホ 数理計算上差異の費用処理額 10

へ 確定拠出年金への掛金支払額 29

ト 退職給付費用 

     (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ)
175

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「イ 勤務費用」に計上している。

   



前へ   次へ 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

該当する事項はない。 

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額
  の期間配分方法

期間定額基準

ロ 割引率 2.00％

ハ 期待運用収益率 2.00％

ニ 数理計算上の
  差異の処理年数

12年 

(発生時の平均残存期間内の

一定の年数による定額法によ

り費用処理している。ただ

し、翌連結会計年度から費用

処理することとしている。)

ホ 会計基準変更時
  差異の処理年数

15年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額
 の期間配分方法

期間定額基準

ロ 割引率   2.00％

ハ 期待運用収益率   2.00％

ニ 数理計算上の
 差異の処理年数

12年 

(発生時の平均残存期間内の

一定の年数による定額法によ

り費用処理している。ただ

し、翌連結会計年度から費用

処理することとしている。)

ホ 会計基準変更時
 差異の処理年数

15年



前へ 

(税効果会計関係) 

  
前連結会計年度

(平成18年２月28日)
当連結会計年度

(平成19年２月28日)

 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

 ① 繰延税金資産

 退職給付引当金 391百万円

 投資有価証券評価損 44

 貸倒引当金繰入額 3

 繰越欠損金 321

 その他 394

繰延税金資産小計 1,155

 評価性引当額 △545

繰延税金資産合計 609

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △146百万円

 投資有価証券評価益 △3

 土地 △862

 固定資産圧縮積立金 △24

繰延税金負債小計 △1,037

繰延税金負債の純額 △427

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

 ① 繰延税金資産

退職給付引当金 194百万円

 投資有価証券評価損 44

 貸倒引当金繰入額 4

 土地 411

 減損損失 638

 繰越欠損金 544

 その他 169

繰延税金資産小計 2,006

 評価性引当額 1,441

繰延税金資産合計 565

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △61百万円

 投資有価証券評価益 △3

 土地 △862

繰延税金負債小計 △927

繰延税金負債の純額 △362

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.5％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.3

持分法による投資利益 △2.0

住民税均等割等 0.9

評価性引当額の変動 4.6

過年度法人税等 △0.9

繰越欠損金使用額 △24.8

その他 △4.5

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

13.9

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主要な項目別の内訳

 

 当連結会計年度において税金等調整前当期純損失

を計上しているため記載を省略している。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年３月１日 至平成18年２月28日) 

  

 
(注) １ 事業区分は日本標準産業分類によっている。 

２ その他の事業の内容は、飲食業等である。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、394百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(有価証券)である。 

  

百貨店業 
(百万円)

不動産 
賃貸業 
(百万円)

運送業
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業 
  損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

48,175 1,412 1,125 1,764 52,477 ― 52,477

 (2) セグメント間 
   の内部 
   売上高又は 
   振替高

10 67 1,033 76 1,187 (1,187) ―

計 48,186 1,479 2,158 1,840 53,665 (1,187) 52,477

  営業費用 47,639 1,150 2,261 1,886 52,938 (1,189) 51,749

  営業利益又は 
  営業損失(△)

546 329 △103 △45 726 1 728

Ⅱ 資産、減価償 
  却費及び 
  資本的支出

  資産 39,587 9,775 1,182 1,577 52,122 (66) 52,055

  減価償却費 771 164 4 19 959 (9) 950

  資本的支出 587 16 3 9 616 (8) 608



当連結会計年度(自平成18年３月１日 至平成19年２月28日) 

  

 
(注) １ 事業区分は日本標準産業分類によっている。 

２ その他の事業の内容は、飲食業等である。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、12百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金(有価証券)である。 

４ 「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 会計方針の変更(投資事業組合等への出資に係る会計基準)」に記

載の通り、当連結会計年度より、「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会 実務対応報告第20号 平成18年９月８日）を適用している。 

 これにより、子会社２社を連結の範囲に含め、従来の会計処理によった場合と比べ、「不動産賃貸業」に

おいて総資産が11,677百万円、売上高が1,588百万円、営業利益が433百万円それぞれ増加している。 

  

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年３月１日 至平成18年２月28日) 

当連結企業集団には、重要な在外支店及び在外連結子会社がないため該当事項はない。 

  

当連結会計年度(自平成18年３月１日 至平成19年２月28日) 

当連結企業集団には、重要な在外支店及び在外連結子会社がないため該当事項はない。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成17年３月１日 至平成18年２月28日) 

国内売上のみのため該当事項はない。 

  

当連結会計年度(自平成18年３月１日 至平成19年２月28日) 

国内売上のみのため該当事項はない。 

百貨店業 
(百万円)

不動産 
賃貸業 
(百万円)

運送業
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業 
  損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

47,090 2,760 1,255 1,497 52,603 ─ 52,603

 (2) セグメント間 
   の内部 
   売上高又は 
   振替高

6 214 1,207 98 1,527 (1,527) ─

計 47,097 2,975 2,463 1,595 54,131 (1,527) 52,603

  営業費用 46,518 2,234 2,491 1,630 52,874 (1,985) 50,888

  営業利益又は 
  営業損失(△)

579 741 △27 △35 1,257 458 1,715

Ⅱ 資産、減価償 
  却費、減損損失 
  及び資本的支出

  資産 35,115 20,908 797 1,488 58,310 (2,366) 55,943

  減価償却費 794 341 3 11 1,151 (9) 1,142

  減損損失 2,368 13 62 75 2,521 ─ 2,521

  資本的支出 667 179 ─ 5 851 (8) 843



  



【関連当事者との取引】 

  前連結会計年度(自平成17年３月１日 至平成18年２月28日) 

  該当する事項はない。 

  当連結会計年度(自平成18年３月１日 至平成19年２月28日) 

  該当する事項はない。 

  

(企業結合等関係) 

 該当する事項はない。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
  
(注) 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益又は当期純損失（△） 

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当する事項はない。 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり純資産額 378.22円 322.94円

１株当たり当期純利益又は 
当期純損失（△）

19.34円 △49.73円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

なお、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在しな
いため記載していない。

なお、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益につい
ては、１株当たり当期純損
失であり、また潜在株式が
存在しないため記載してい
ない。

項目
前連結会計年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり当期純利益又は
当期純損失（△）
 当期純利益又は当期純損失（△） 
 (百万円)

874 △2,240

 普通株主に帰属しない金額(百万円) 2 ─

 (うち利益処分による役員賞与金
 (百万円))

2 ─

 普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失（△）(百万円)

872 △2,240

 普通株式の期中平均株式数(株) 45,104,900 45,052,748



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
１ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年以内償還予定の金額である。 

２ 連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額の総額は以下のとおりである。 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」は、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

   ２ 長期借入金(１年以内返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

ある。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱丸栄
第２回無担保 
社債

平成16年 
９月30日

800
600

(200)
1.007 なし

平成21年
９月30日

㈱丸栄
第３回無担保 
社債

平成17年 
３月25日

100
60

(40)
0.49 なし

平成20年
３月25日

㈱丸栄
第４回無担保 
社債

平成18年 
９月１日

―
450

(100)
1.63 なし

平成23年
８月31日

㈱栄工社
第１回無担保 
社債

平成16年 
９月27日

100 100 1.16 なし
平成21年
９月30日

合計 ― ― 1,000
1,210
(340)

― ― ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

340 320 400 100 50

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,110 1,366 1.732 ―

１年以内返済予定の長期借入金 5,698 5,768 2.297 ―

長期借入金(１年以内返済予定の 
ものを除く。)

13,092 18,724 3.176
平成20年３月１日～
平成23年８月31日

合計 19,901 25,859 ― ―

区分
１年超２年以内 

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内 

(百万円)

長期借入金 12,899 3,000 2,510 296



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

第87期
(平成18年２月28日)

第88期 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,221 629

 ２ 受取手形 80 35

 ３ 売掛金 1,065 894

 ４ 商品 1,280 1,135

 ５ 貯蔵品 38 36

 ６ 前払費用 103 99

 ７ 関係会社短期貸付金 1,000 2,000

 ８ 未収入金 991 897

 ９ 繰延税金資産 278 221

 10 その他 36 94

 11 貸倒引当金 △16 △2,014

   流動資産合計 7,081 16.2 4,029 10.3

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 ※１ 25,741 24,773

     減価償却累計額 13,432 12,308 13,138 11,635

  ２ 車両及び運搬具 4 2

     減価償却累計額 4 0 2 0

  ３ 器具及び備品 1,545 1,084

     減価償却累計額 957 588 752 331

  ４ 土地
※１ 
※５

18,554 18,449

  ５ 建設仮勘定 ― 42

   有形固定資産合計 31,451 30,458

 (2) 無形固定資産

  １ 借地権 20 20

  ２ 施設利用権 40 40

   無形固定資産合計 61 61



第87期
(平成18年２月28日)

第88期 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※１ 2,382 1,894

  ２ 関係会社株式 310 294

  ３ 関係会社出資金 545 545

  ４ 長期貸付金 20 20

  ５ 従業員長期貸付金 0 0

  ６ 差入保証金 796 463

  ７ 長期前払費用 61 61

  ８ 長期未収入金 754 1,161

  ９ その他 ※１ 352 299

  10 貸倒引当金 △46 △35

   投資その他の資産合計 5,177 4,704

   固定資産合計 36,690 83.8 35,223 89.7

Ⅲ 繰延資産

 １ 社債発行費 15 14

   繰延資産合計 15 0.0 14 0.0

   資産合計 43,788 100.0 39,267 100.0

負債の部

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 990 814

 ２ 買掛金 2,053 2,027

 ３ 短期借入金 ※１ 326 500

 ４ １年以内返済予定 
   の長期借入金

※１ 4,221 4,105

 ５ １年以内償還予定 
   の社債

240 340

 ６ 未払金 71 121

 ７ 未払費用 273 272

 ８ 未払法人税等 37 11

 ９ 前受金 96 102

 10 預り金 ※４ 1,089 1,085

 11 商品券 218 518

 12 賞与引当金 1 1

 13 ポイント金券引当金 39 44

 14 債務保証損失引当金 ─ 99

 15 設備支払手形 0 13

 16 その他 10 9

   流動負債合計 9,672 22.1 10,069 25.7



第87期
(平成18年２月28日)

第88期 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 660 770

 ２ 長期借入金 ※１ 10,053 8,039

 ３ 再評価に係る 
   繰延税金負債

※５ 4,699 4,699

 ４ 繰延税金負債 953 797

 ５ 退職給付引当金 696 200

 ６ 預り保証金 767 702

   固定負債合計 17,831 40.7 15,208 38.7

   負債合計 27,503 62.8 25,278 64.4

資本の部

Ⅰ 資本金 ※２ 4,681 10.7 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,993 ―

   資本剰余金合計 1,993 4.6 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,143 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 固定資産圧縮積立金 36 36 ― ―

 ３ 当期未処分利益 1,538 ―

   利益剰余金合計 2,717 6.2 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金
※５ 
※７

6,749 15.4 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ※７ 196 0.4 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※３ △54 △0.1 ― ―

   資本合計 16,284 37.2 ― ―

   負債資本合計 43,788 100.0 ― ―



 
  

第87期
(平成18年２月28日)

第88期 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

純資産の部

Ⅰ 株主資本

 (1) 資本金 ― ─ 4,681 11.9

 (2) 資本剰余金

  １ 資本準備金 ― 1,993

   資本剰余金合計 ― ─ 1,993 5.1

 (3) 利益剰余金

  １ その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 491

   利益剰余金合計 ― ─ 491 1.3

 (4) 自己株式 ― ─ △65 △0.2

  株主資本合計 ― ─ 7,100 18.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ─ 72 0.2

 ２ 土地再評価差額金 ※５ ― ─ 6,815 17.3

  評価・換算差額等合計 ― ─ 6,888 17.5

  純資産合計 ― ─ 13,988 35.6

  負債及び純資産合計 ― ― 39,267 100.0



② 【損益計算書】 

  
第87期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第88期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 売上高 39,055 ─

 ２ 商品売上高 ─ 36,569

 ３ 不動産賃貸収入 ─ 1,387

   売上高計 39,055 100.0 37,956 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品売上原価

 （１）商品期首たな卸高 1,404 1,280

 （２）当期商品仕入高 29,957 29,216

合計 31,361 30,497

 （３）商品期末たな卸高 1,280 30,080 1,135 29,361

 ２ 不動産賃貸収入原価 ─ 682

   売上原価計 30,080 77.0 30,043 79.2

   売上総利益 8,974 23.0 7,912 20.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 799 699

 ２ 集金手数料 359 266

 ３ 商品配送費 167 225

 ４ 役員報酬及び 
   従業員給料手当

2,249 2,145

 ５ 従業員賞与金 134 151

 ６ 賞与引当金繰入額 1 1

 ７ 退職給付費用 208 140

 ８ 福利厚生費 286 294

 ９ 賃借料 1,022 986

 10 光熱費 416 289

 11 諸税 314 198

 12 減価償却費 775 577

 13 貸倒引当金繰入額 2 8

 14 ポイント金券引当金 
   繰入額

7 4

 15 その他 1,656 8,403 21.5 1,315 7,307 19.2

   営業利益 571 1.5 605 1.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 40 51

 ２ 受取配当金 531 564

 ３ 売場改装協力金 129 270

 ４ 雑収益 50 752 1.9 59 947 2.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 372 295

 ２ 商品券手数料 ─ 43

 ３ 雑費用 171 543 1.4 92 431 1.1

   経常利益 780 2.0 1,121 3.0



 
  

第87期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第88期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 1,250 ─

 ２ 投資有価証券売却益 178 1,428 3.6 151 151 0.4

Ⅶ 特別損失

 １ 役員退職慰労金 ― 3

 ２ 投資有価証券評価損 1 8

 ３ 関係会社株式評価損 227 16

 ４ 固定資産廃却損 ※２ 525 601

 ５ 減損損失 ※３ ― 259

 ６ ゴルフ会員権評価損 0 ─

 ７ 貸倒引当金繰入額 7 2,000

 ８ 未使用商品券計上額 ― 315

 ９ 確定拠出年金制度移行に 
   伴う損失

533 ─

 10 転進支援関連 35 ─

 11 その他 13 1,344 3.4 102 3,307 8.7

   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失（△）

864 2.2 △2,034 △5.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

4 4

   法人税等調整額 159 163 0.4 △13 △9 △0.0

   当期純利益又は当期 
   純損失（△）

700 1.8 △2,025 △5.3

   前期繰越利益 837 ―

   当期未処分利益 1,538 ―



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注）日付は株主総会承認年月日である。 

  

第87期
(平成18年５月25日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,538

Ⅱ 利益処分額

1 配当金 135 135

Ⅲ 次期繰越利益 1,403



④ 【株主資本等変動計算書】 

第88期(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年２月28日残高(百万円) 4,681 1,993 1,993

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ ─

平成19年２月28日残高(百万円) 4,681 1,993 1,993

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計
固定資産

圧縮積立金
繰越利益剰余金

平成18年２月28日残高(百万円) 1,143 36 1,538 2,717 △54 9,338

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △135 △135 △135

 当期純損失 △2,025 △2,025 △2,025

 利益準備金の取崩 △1,143 1,143 ─ ─

 固定資産圧縮積立金の取崩 △36 36 ─ ─

 自己株式の取得 ─ △11 △11

 土地再評価差額金の取崩 △65 △65 △65

事業年度中の変動額合計(百万円) △1,143 △36 △1,047 △2,226 △11 △2,238

平成19年２月28日残高(百万円) ─ ─ 491 491 △65 7,100

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日残高(百万円) 196 6,749 6,945 16,284

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ─ △135

 当期純損失 ─ △2,025

 利益準備金の取崩 ─ ─

 固定資産圧縮積立金の取崩 ─ ─

 自己株式の取得 ─ △11

 土地再評価差額金の取崩 65 65 ─

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△123 △123 △123

事業年度中の変動額合計(百万円) △123 65 △57 △2,295

平成19年２月28日残高(百万円) 72 6,815 6,888 13,988



重要な会計方針 

  

 

項目
第87期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第88期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの 決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定している)

子会社株式及び関連会社株式

 同左

その他有価証券

 時価のあるもの 決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定してい

る)

 時価のないもの 移動平均法による

原価法

 時価のないもの 同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ   時価法 デリバティブ   同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 商品   売価還元法による原価法

      ただし、土地・絵画・工

芸品・証券については個

別原価法

 商品   同左

 貯蔵品  先入先出法による原価法  貯蔵品  同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

 建物      定額法

 車両及び運搬具 定率法

 器具及び備品  定率法

耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に定める基準と同一の

基準を採用している。なお、建物に

ついては、平成10年度の税制改正に

より耐用年数の短縮が行われている

が、改正前の耐用年数を継続して適

用している。

有形固定資産 

 建物      同左 

 車両及び運搬具 同左 

 器具及び備品  同左 

  同左

無形固定資産   定額法 無形固定資産   同左

ただし、ソフトウェア(自社利用分)の

減価償却の方法については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっている。

  同左

５ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

 社債発行費は、3年間で均等償却し

ている。

社債発行費 

 社債の償還期間にわたり、定額法に

より償却（月割償却）している。な

お、会社法施行前に発生した社債発行

費については、３年間で均等償却して

いる。

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金は、将来における債権

の貸倒れによる損失に備えるため

に、一般債権については貸倒実績率

による計算額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し回収不能見込額を計上し

ている。

(1) 同左

(2) 賞与引当金は、従業員に対する賞

与の支出に備えるために、賞与支給

見込額を計上している。

(2) 同左

(3) ポイント金券引当金は、ポイント

カードの使用により付与されたポイ

ントの将来の使用に備えるため、期

末におけるポイント金券残高に対す

る将来使用されると見込まれる額の

うち費用負担となる原価相当額を計

上している。

(3) 同左



 
  

項目
第87期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第88期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(4)      ――― (4) 債務保証損失引当金は、債務保証
に関して生じる損失に備えるため、
被保証会社の財政状態等を勘案して
損失負担見込相当額を計上してい
る。

 
 

(5) 退職給付引当金は、従業員の退職
給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき当事業年度末におい
て発生していると認められる額を計
上している。

  なお、会計基準変更時差異につい
ては、15年償却することとし、当期
において販売費及び一般管理費に計
上している。

  数理計算上の差異は、各事業年度
の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数(12年)に
よる定額法により、按分した額をそ
れぞれ発生の翌事業年度より費用処
理している。

(5) 同左

７ リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっている。

  同左

８ ヘッジ会計の方法 (1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法
  繰延ヘッジ処理を採用している。
  金利スワップ及び金利キャップに
ついては特例処理の要件を満たして
いる場合は特例処理を採用してい
る。

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法
   同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
  ヘッジ手段
   デリバティブ取引(金利スワッ

プ及び金利キャップ取引)
  ヘッジ対象
   借入金の金利変動リスク

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
   同左
   
  
  

(3) ヘッジ方針
  ヘッジ取引の実行及び管理は、経
理部内の部内内規に基づき、金利変
動リスクをヘッジすることとしてい
る。ヘッジ取引の状況は経理部で集
計し定期的に担当役員等に報告して
いる。

(3) ヘッジ方針
   同左

(4) ヘッジの有効性評価の方法
  ヘッジの有効性評価は、ヘッジ開
始時から有効性判定時点までの期間
においてヘッジ対象とヘッジ手段そ
れぞれの相場変動又はキャッシュ・
フロー変動の累計を比較している。

  なお、両者の間には高い相関関係
が認められている。

(4) ヘッジの有効性評価の方法
   同左

(5) その他
  取引契約は信用力の高い大手金融
機関を相手先としており、信用リス
クは極めて少ないものと認識してい
る。

(5) その他
   同左

９ その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項

消費税等の会計処理 
 税抜方式によっている。

消費税等の会計処理 
   同左



会計方針の変更 

  
第87期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第88期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日)を適用している。 

これにより税引前当期純損失が259百万円多く計上され

ている。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき当該各資産の金額から直接控除している。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第５

号 平成17年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準

委員会 企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日)を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

13,988百万円である。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成してい

る。

 

(繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

 従来、社債発行費の処理方法は商法施行規則に規定す

る最長期間（３年）で均等償却していたが、当事業年度

から、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会 実務対応報告第19号 平成18年

８月11日）の適用に伴い、当事業年度において支出した

社債発行費については、社債償還期間までの期間にわた

り定額法により償却する方法に変更している。 

 なお、この変更に伴う影響額は軽微である。 

 

(不動産賃貸収入の費用) 

 売上高に含めている不動産賃貸収入に対応する費用

は、従来、販売費及び一般管理費として処理していた

が、収益と費用とを直接対応させることにより売上総利

益をより適正に表示するために、当事業年度から売上原

価に計上することとした。 

 この変更は、当事業年度に不動産賃貸業を行う特別目

的会社を連結の範囲に含めたことにより連結上の不動産

賃貸収入の重要性が高まったことを受け、当社を含む連

結グループの会計処理を見直したことによるものであ

る。 

 この変更に伴い、従来の方法と比較して、売上原価は

682百万円多く、売上総利益、販売費及び一般管理費に

ついては同額少なく計上されているが、営業利益、経常

利益及び税引前当期純損失に影響はない。 

 なお、この見直しは、特別目的会社を連結の範囲に含

めたのが下期におこなわれたため、当中間会計期間は従

来の方法によっている。変更後の方法によった場合と比

較して、売上総利益は348百万円多く計上されている。



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

第87期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第88期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

――― （損益計算書）

１ 会計方針の変更に記載のとおり、当事業年度から不

動産賃貸収入に対応する費用を売上原価に計上したこ

とに伴い、売上高を商品売上高と不動産賃貸収入とに

区分して表示することとした。 

 なお、前期における商品売上高の金額は37,576百万

円、不動産賃貸収入の金額は1,479百万円である。

２ 前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示していた「商品券手数料」については、当事業年度

において営業外費用総額の10／100を超えることとな

ったため、区分掲記することとした。 

 なお、前事業年度の「商品券手数料」は、46百万円

である。

第87期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第88期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(退職給付引当金) 

 当社は、退職給付制度の見直しを行い、平成18年４月

１日に、従来の適格年金制度から退職一時金制度と確定

拠出年金制度へ移行している。なお、規定等の改定日が

当事業年度中であることから、「退職給付制度間の移行

等に関する会計処理」(平成14年１月31日企業会計基準

適用指針第１号)および「退職給付制度間の移行等の会

計処理に関する実務上の取扱い」(平成14年３月29日実

務対応報告第２号)を適用して、退職給付制度の一部終

了に伴い発生が見込まれる損失を「確定拠出年金制度移

行に伴う損失」として特別損失に533百万円計上してい

る。

―――

――― (未使用商品券の会計処理について) 

 当事業年度において当社が発行する商品券の使用状況

を調査したところ、商品券の発行から使用までの期間が

従来に比べて長期化してきており、今後もこの傾向が続

くものと判断されることから、これまで未使用商品券に

ついて発行から６ヶ月超経過したものを営業外収益の雑

収入として処理していたが、当事業年度より、発行から

２年超経過したものを同区分に計上する処理とした。 

 この見積りの変更に伴い、前事業年度末までに雑収入

に計上していたもののうち未使用のものを「未使用商品

券計上額」として315百万円を特別損失に計上した。こ

の結果、経常利益が１百万円減少し、税引前当期純損失

が317百万円多く計上され、流動負債の商品券が同額だ

け増加している。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 

第87期 
(平成18年２月28日)

第88期
(平成19年２月28日)

※１ 担保に供している資産及び対応する債務

  (1) 担保に供している資産

土地 16,141百万円

建物 10,727

投資有価証券 218

投資その他の資産(その他) 82

計 27,169

※１ 担保に供している資産及び対応する債務

  (1) 担保に供している資産

土地 16,141百万円

建物 10,212

投資有価証券 217

投資その他の資産(その他) 49

計 26,620

 

  (2) 対応する債務

一年以内返済予定の 
長期借入金

2,284百万円

長期借入金 4,510

計 6,794

  (2) 対応する債務

短期借入金
一年以内返済予定の
長期借入金

200百万円

1,900

長期借入金 2,609

計 4,710

※２ 授権株数 普通株式 165,940,000株

   発行済株式数 普通株式 45,348,887株

※２         ――― 

 

※３ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

272,345株である。

※３         ―――

※４ 関係会社に対する主な資産・負債

   (区分掲記したものを除く)

預り金 924百万円

※４ 関係会社に対する主な資産・負債

   (区分掲記したものを除く)

預り金 931百万円

※５ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)及び土地再評価に関する法律の一部

を改正する法律(平成11年３月31日公布法律第24号)

に基づき、事業用の土地の再評価を行い、「再評価

に係る繰延税金負債」を負債の部に「土地再評価差

額金」を資本の部にそれぞれ計上している。

※５ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)及び土地再評価に関する法律の一部

を改正する法律(平成11年３月31日公布法律第24号)

に基づき、事業用の土地の再評価を行い、「再評価

に係る繰延税金負債」を負債の部に「土地再評価差

額金」を純資産の部にそれぞれ計上している。

   再評価の方法

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第１号に定める標

準地の公示価格に合理的な調整を行って算出

   再評価を行った年月日  平成13年２月28日

   再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額

△1,346百万円
 

   再評価の方法

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第１号に定める標

準地の公示価格に合理的な調整を行って算出

   再評価を行った年月日  平成13年２月28日

   



 
  

(損益計算書関係) 

  

第87期 
(平成18年２月28日)

第88期
(平成19年２月28日)

 ６ 偶発債務

  (1) 下記の会社の金融機関借入金に対し、次の通り
保証を行っている。

株式会社豊橋丸栄 4,842百万円

株式会社国際フードサービス 190百万円

 ６ 偶発債務

 (1) 下記の会社の金融機関借入金に対し、次の通り
保証を行っている。

株式会社豊橋丸栄 3,536百万円

株式会社国際フードサービス 180百万円

  (2) 商品券発行に対する保証 
     株式会社豊橋丸栄

160百万円

  (3) 割賦金に対する保証 
     株式会社豊橋丸栄

32百万円

  (4) 前受業務保証金供託委託契約 
    に対する保証 
     株式会社丸栄友の会

452百万円

 (2) 商品券発行に対する保証
     株式会社豊橋丸栄

160百万円

 (3) 割賦金に対する保証
     株式会社豊橋丸栄

21百万円

 (4) 前受業務保証金供託委託契約
    に対する保証 
     株式会社丸栄友の会

455百万円

※７ 配当制限

有価証券の時価評価により、純資産額が196百

万円増加している。

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号

の規定により、配当に充当することが制限されて

いる。

土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法

律第７条の２第１項の規定により、配当に充当す

ることが制限されている。

※７         ――― 

 

第87期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第88期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

土地 1,250百万円

※１        ―――

 

※２ 固定資産廃却損の内容は次のとおりである。

建物 452百万円

器具及び備品 8

有形固定資産の廃却に

伴う支出
64

 計 525

※２ 固定資産廃却損の内容は次のとおりである。

建物 507百万円

器具及び備品 31

その他 0

有形固定資産の廃却に

伴う支出
62

 計 601

※３        ―――

 

※３ 減損損失 

 当社は事業用資産については管理会計上の区分で、賃

貸資産及び遊休資産においては個別物件単位でグルーピ

ングし減損の兆候を判定している。 

 当事業年度において、地価の著しい下落により減損の

兆候が生じていた資産グループ及び将来使用が見込まれ

ない遊休資産については減損認識を行い、帳簿価額を回

収可能額まで減額し、259百万円を減損損失として特別

損失に計上している。その内訳は、建物12百万円、器具

及び備品210百万円、土地35百万円である。

用途 会社及び場所 種類 金額(百万円)

遊休資産
静岡県湖西市 土地・建物

259
他３件 器具備品

 なお、当資産グループの回収可能額は、正味売却価額

により測定しており、時価については、主要なものは鑑

定評価に基づいて評価している。



(株主資本等変動計算書関係) 

第88期(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 
  
１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要) 

 増加数の内訳は、次の通りである。 

  単元未満株式の買取りによる増加     47,734株 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 272,345 47,734 ─ 320,079



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

第87期(平成18年２月28日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

第88期(平成19年２月28日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

項目
第87期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第88期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額

器具
備品 

(百万円)

取得価額 
相当額

857

減価償却 
累計額 
相当額

475

期末残高 
相当額

381

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額

器具 
備品 

(百万円)

取得価額
相当額

797

減価償却
累計額 
相当額

434

期末残高
相当額

362

② 未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 90百万円

 １年超 291

 合計 381

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 95百万円

１年超 267

合計 362

  なお、取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過

リ－ス料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

いる。

  なお、取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過

リ－ス料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

いる。

③ 支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 110百万円

減価償却費相当額 110百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 103百万円

減価償却費相当額 103百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。



(税効果会計関係) 
  

 
  

第87期 
(平成18年２月28日)

第88期
(平成19年２月28日)

 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

 繰越欠損金 7百万円

 投資有価証券評価損 32

 関係会社株式評価損 1,009

 貸倒引当金繰入額 53

 退職給付引当金 281

 土地 122

 その他 96

繰延税金資産小計 1,602

 評価性引当額 △1,253

繰延税金資産合計 349

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △133百万円

 投資有価証券評価益 △3

 土地 △862

 固定資産圧縮積立金 △24

繰延税金負債小計 △1,024

繰延税金負債の純額 △674
 

 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

 繰越欠損金 173百万円

 投資有価証券評価損 32

 関係会社株式評価損 1,013

 貸倒引当金繰入額 809

 退職給付引当金 80

 土地 95

 その他 199

繰延税金資産小計 2,404

 評価性引当額 △2,066

繰延税金資産合計 338

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △47百万円

 投資有価証券評価益 △3

 土地 △862

繰延税金負債小計 △914

繰延税金負債の純額 △575

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.5％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.4

住民税均等割等 0.5

評価性引当額の変動 △22.2

その他 0.1

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

18.9

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主要な項目別の内訳

   当事業年度において税引前当期純損失を計上して

いるため記載を省略している。



(企業結合等関係) 

該当する事項はない。  

  

  

  

(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益又は当期純損失（△） 

  

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当する事項はない。 

項目
第87期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第88期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり純資産額 361.26円 310.66円

１株当たり当期純利益又は 
当期純損失（△）

15.54円 △44.95円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

なお、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在しな
いため記載していない。

なお、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益につい
ては、１株当たり当期純損
失であり、また潜在株式が
存在しないため記載してい
ない。

項目
第87期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第88期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり当期純利益又は
当期純損失（△）
 当期純利益又は当期純損失（△） 
 (百万円)

700 △2,025

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

 普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失（△）(百万円)

700 △2,025

 普通株式の期中平均株式数(株) 45,104,900 45,052,748



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

興和㈱ 110,000 354

ワシントンホテル㈱ 1,433,520 239

㈱髙島屋 150,000 232

㈱御園座 76,000 80

中京テレビ放送㈱ 63,984 69

㈱エンゼルパーク 100,000 50

㈱ナゴヤドーム 60,000 30

栄開発㈱ 40,000 20

㈱名古屋ゴルフ倶楽部 2,000 16

栄公園振興㈱ 300 15

その他 銘柄 182,102.189 68

計 2,217,906.189 1,176

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

第８回利付国債 238 217

計 238 217



【その他】 

  

 
  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりである。 

    建物       売場リニューアル関連     ４億３千万円 

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりである。 

    建物       空調設備等        ４億１千５百万円 

    建物       売場リニューアル関連   ３億５千６百万円 

３ 当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額である。 

４ 無形固定資産の金額が資産総額の100分の１以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減

少額」の記載を省略している。 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

ＭＴＨ・プリファード・キャピ
タル２・ケイマン・リミテッド

 ＥＱＵＩＴＹ Ｃ― ２ 500 500

計 500 500

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 25,741 495 1,463 24,773 13,138 648 11,635

(12)

 車両及び運搬具 4 ― 1 2 2 0 0

 器具及び備品 1,545 98 560 1,084 752 77 331

(210)

 土地 18,554 ― 105 18,449 ― ― 18,449

(35)

 建設仮勘定 ― 684 642 42 ― ― 42

有形固定資産計 45,846 1,278 2,772 44,352 13,894 726 30,458

(259)

無形固定資産

 借地権 ― ― ― 20 ― ― 20

 施設利用権 ― ― ― 84 43 0 40

 ソフトウェア ― ― ― ― 0 0 ―

無形固定資産計 ― ― ― 105 44 0 61

長期前払費用 72 21 20 72 11 1 61

繰延資産

 社債発行費 45 15 ― 60 46 16 14

繰延資産計 45 15 ― 60 46 16 14



【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額である。 

２ ポイント金券引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、洗替による戻入額である。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 62 2,008 11 10 2,049

賞与引当金 1 1 1 ― 1

ポイント金券引当金 39 44 ― 39 44

債務保証損失引当金 ― 99 ― ― 99



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 資産の部 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

 
  

③ 売掛金 

 
  

 
  

種類別 金額(百万円)

現金 89

預金の種類

当座預金 471

普通預金 46

その他 21

計 540

合計 629

(1) 相手先別内訳 (2) 期日別内訳

相手先 金額(百万円) 期日 金額(百万円)

㈱フジタ 18 平成19年３月 6

大成建設㈱ 7    ４月 4

滝本㈱ 3    ５月 14

トヨタＬ＆Ｆ中部㈱ 2    ６月 10

㈱成田製作所 1 計 35

その他 2

計 35

(1) 相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

大成建設㈱ 60

日本特殊陶業㈱ 9

㈱読売情報開発 8

マスプロ電工㈱ 6

㈱フジタ 5

その他 804

計 894



(2) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等が含まれている。 

  

④ 商品 
  

 
(注) 土地の内訳は次の通りである。 

  

 
  

⑤ 貯蔵品 
  

 
  

前期繰越高 
(百万円) 

 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 

 
(Ｂ)

当期回収高 
(百万円) 

 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 

 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留日数(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２

(Ｂ)

365

1,065 12,336 12,508 894 93.3 29.0

商品別 金額(百万円)

紳士服・洋品 140

婦人服・洋品 232

子供服・洋品 27

その他の衣料品 78

身のまわり品 258

家具 53

家庭電気 0

家庭用品 89

食料品 60

雑貨 186

土地 5

計 1,135

所在地 面積(㎡) 金額(百万円)

長野県木曽郡王滝村 2,850 5

計 2,850 5

項目 金額(百万円)

用度消耗品 30

その他 5

計 36



(b) 流動負債 

① 支払手形 

 
  

② 買掛金 

  

 
  

③ 短期借入金 

  

 
  

(1) 相手先別内訳 (2) 期日別内訳

相手先 金額(百万円) 期日 金額(百万円)

㈱栄工社 52 平成18年３月 385

㈱柏圭 48    ４月 285

㈱電通 45    ５月 143

竹田印刷㈱ 43 計 814

㈱ワイヨット 36

その他 588

計 814

相手先 金額(百万円)

髙島屋スペ－スクリエイツ㈱ 83

㈱柏圭 61

㈱ギャラリーうらべ 56

㈱扇秀 51

㈳ 福井県物産協会 48

その他 1,726

計 2,027

相手先 金額(百万円)

㈱名古屋銀行 200

㈱山口銀行 200

愛知県信用農業協同組合連合会 100

計 500



④ １年以内返済予定の長期借入金 

  

 
(注) シンジケ－トロ－ンは中央三井信託銀行㈱ほか21行によるものである 

  

(c) 固定負債 

  

① 長期借入金 

  

 
  

② 再評価に係る繰延税金負債 

  

 
(注) 平成13年２月28日に土地の再評価を行ったことによるものである。 

  

相手先 金額(百万円)

シンジケートローン 1,500

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,153

中央三井信託銀行㈱ 183

㈱山口銀行 168

㈱名古屋銀行 166

その他 934

計 4,105

相手先 金額(百万円)

シンジケ－トロ－ン 4,550

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,136

㈱第三銀行 250

中央三井信託銀行㈱ 230

㈱大垣共立銀行 200

㈱横浜銀行 150

その他 521

計 8,039

項目 金額(百万円)

再評価に係る繰延税金負債 4,699



(3) 【その他】 

該当事項はない。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

   会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

   会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

   株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券。但し、100株未満又は10,000株を超える
株数を表示した単一株券を発行することができる。

剰余金の配当の基準日 ８月31日、２月末日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社名古屋支店証券代行部

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき8,600円

  株券登録料 株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
名古屋市中区栄三丁目15番33号
中央三井信託銀行株式会社名古屋支店証券代行部

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める。

公告掲載方法 名古屋市において発行する中日新聞

株主に対する特典

 

 「株主お買物優待券(割引除外品目を除き10％割引、一部５％割引)」は２月末日及
び８月末日における100株以上所有の株主に対し下記により贈呈。

ご所有株式数 枚数

100株以上 1,000株未満 5枚

1,000 〃 10,000 〃 20〃

10,000株以上 50〃



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はない。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第87期)

自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日

平成18年５月31日 
東海財務局長に提出。

(2) 半期報告書
事業年度
(第88期中)

自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日

平成18年11月29日 
東海財務局長に提出。

(3)
有価証券報告書 
の訂正報告書

事業年度 
(第85期)

自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日

平成18年５月23日 
東海財務局長に提出。

(4)
有価証券報告書 
の訂正報告書

事業年度 
(第86期)

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日

平成18年５月23日 
東海財務局長に提出。



該当事項はない。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年５月２５日

株 式 会 社 丸 栄 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社丸栄の平成

17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金

計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社丸栄及

び連結子会社の平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 磯 部 泰 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 貞 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 俊 行 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年５月２４日

株 式 会 社 丸 栄 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社丸栄の平成

18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資

本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社丸栄及

び連結子会社の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用して連結財務諸表

を作成している。 

 ２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用

して連結財務諸表を作成している。 

 ３．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用

に関する実務上の取扱いを適用して連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 山 昭 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 貞 明 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年５月２５日

株 式 会 社 丸 栄 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社丸栄の平成

17年３月１日から平成18年２月28日までの第87期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附

属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社丸栄の平成

18年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 磯 部 泰 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 貞 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 竹 内 俊 行 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年５月２４日

株 式 会 社 丸 栄 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社丸栄の平成

18年３月１日から平成19年２月28日までの第88期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社丸栄の平成

19年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

 １．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用して財務諸表を作成し

ている。 

 ２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用して

財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 山 昭 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 貞 明 
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